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序     文 
 
コスタリカ共和国は、経済自立促進、経済基盤強化及び産業発展と民生の向上の両立をめざし

て、既存産業の生産性向上と雇用機会の増大を図りつつ、科学技術の振興を積極的に促進するこ

とに力を注いでいます。 
独立行政法人国際協力機構（JICA）は、中米域内産業技術育成センター（CEFOF）に対して1992

年から1997年までプロジェクト方式技術協力において「中米域内産業技術育成計画」を実施し、
その後CEFOFは技術移転成果のひとつである5S（整理・整頓・清掃・清潔・躾）を中心とした研
修事業を周辺国に行い、中米・カリブ地域内において評価を得ました。その後、CEFOFが今後と
も中米・カリブ地域内において生産性向上にかかわる技術・情報の発信基地として存在し続ける

ため支援が必要として、コスタリカ共和国政府は「生産性向上プロジェクト」を要請し、我が国

はその要請に応えて2001年1月から2006年1月まで同プロジェクトを実施しました。このプロジェ
クトの特筆すべき成果のひとつとして、JICAと日本生産性本部の認証によりカウンターパート11
名が経営コンサルタントとして認定されたことがあげられます。 
本案件は上記の経緯を踏まえて、コスタリカ人コンサルタントを後進人材の指導・育成のため

の中核人材として活用し、日本式品質・生産性向上手法による中小企業の品質・生産性向上のた

めの人材育成を中米・カリブ地域内に広めていく足がかりとするものとして要請されました。 
本案件に関して我が国はコスタリカ共和国政府の要請に応じ、2009年7月から案件を開始する予

定です。 
本報告書は、本案件実施に向けた調査団の調査結果等を取りまとめたものです。調査団派遣に

ご協力頂いた日本・コスタリカ共和国双方の関係各位に深くお礼を申し上げるとともに、今後も

引き続き最大限のご支援を頂けるようお願いする次第です。 
 
平成21年6月 
 

独立行政法人国際協力機構 
産業開発部長 新井 博之 
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第１章 調査の背景 
 
１－１ 調査の背景 

経済のグローバル化と自由貿易協定締結の進展を受けて、コスタリカ共和国（以下、「コスタリ

カ」と記す）政府はじめ中米域内各国は、国際競争力増強と生産性の向上を目的とした政策を打

ち出している。 
この中米域内の経済発展・開発ニーズを満たすために、我が国は中米域内各国で協力を行って

きたが、とりわけコスタリカにおいて「生産性向上プロジェクト（2001～2006年）」により5S（整
理・整頓・清掃・清潔・躾）、KAIZEN等をはじめ日本式生産管理システムの適用による品質・生
産・経営管理の協力の実績がある。この日本式生産管理システム導入や技術指導に対する需要は、

同プロジェクトが中米域内で活動を進めるに従い、ますます増大していることが同プロジェクト

において確認されたが、中米域内各国における企業経営コンサルタントが質量ともに不足してい

ることから、いまだにこれら多数の需要に応えきれていないのが現状である。 
かかる状況下、同プロジェクトの技術移転の成果のひとつとして、プロジェクト実施機関の中

米域内産業技術育成センター（CEFOF）のカウンターパートを対象に「経営コンサルタント認定
試験」が実施され、JICA-日本生産性本部（JPC）の認証によりコスタリカ人11人が経営コンサル
タントとして認定された。今後は右コンサルタントを後進人材の指導・育成のための中核人材と

して活用し、上記の日本式生産管理システムによる中小企業の品質・生産性向上のための人材育

成を行うことが、中米域内諸国の産業振興、国際競争力強化のために必要となっている。 
本案件「中小企業の品質・生産性向上に係るファシリテーター能力向上プロジェクト（中米・

カリブ広域）」は、上記の状況下でこれら育成されたコスタリカ人コンサルタントを中核人材とし

て、CEFOFを拠点に日本式品質・生産性向上のために第三国研修等の活動を行うとともに、CEFOF
が中核となって中米・カリブ地域内のネットワークを形成・活用して、同地域内の品質・生産性

向上のための人材育成への支援を要望されたものである。 
なお、本調査団時にCEFOFを国立工科大学CEFOFキャンパス：UTN CEFOFと変更するよう先方

から申し入れがあった。 
 

１－２ 調査の目的 

（1）事前調査 
中小企業振興（生産性向上、品質管理等）に関して、コスタリカのCEFOFを核とする地域

内協力の広域ネットワークを構築することを目標とするため、調査内容や調査手法について

確認・合意し、実施機関CEFOF及び関係機関中米零細小企業振興センター（Center for the 
Promotion of the Micro and Small Company in Central America：CENPROMYPE）との基本合意を
取り付けて協議議事録（M/M）に署名する。 
なお、今次の調査において、先方による準備が比較的進んでいる第三国研修については、

先方原案に基づいて内容・実施について合意してM/Mに盛り込む。ただし、中米域内諸国の
個別ニーズへの対応については立ち上げ専門家（予定）による調査にて把握し、別途調査団

を派遣して討議議事録（R/D）を署名する際に合意してM/Mを作成する。 
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（2）詳細計画策定調査 
中小企業振興（日本の生産性向上、品質管理に焦点を当てた人材育成）に関して、コスタ

リカのCEFOFを核とする地域内協力の広域ネットワーク構築と人材育成を目標とするため、
実施機関CEFOFとプロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）について合意してR/D案、
M/Mに署名する。 

 
１－３ 団員構成・調査日程 

（1）事前調査 
1）団員構成 
榎下 信徹 団長/総括 JICA 特別嘱託 
上垣 英三 広域ネットワーク形成 前CEFOF派遣 シニアボランティア 
石塚 賢司 協力企画 JICA 産業開発部 中小企業課 

 
2）調査日程 

日順 日付 時間 榎下団長・総括 石塚団員・協力企画 
上垣団員・広域ネットワーク
形成 

1 
2008年 

7/6 
日 

 成田発 15:55 CO006→ 
IA H着 13:55、IAH発 18:07 
CO1499→ 
SJO着 20:47 

BKK よりLAX 発 
02:10 LR605→ 
SJO着 09:00 

成田発 15:55 CO006→ 
IAH着 13:55、IAH発 18:07 
CO1499→ 
SJO着 20:47 

   09:30 JICAコスタリカ支所打合せ（高橋駐在員、張職員） 

2 7/7 月 11:00 
経済商工省中小企業振興局表敬（ Srta. Ibania Mata, Director General of SME support 
Department） 

   15:30 在コスタリカ日本国大使館表敬（山口英一大使、鈴木康久参事官、鎌田有樹子経協書記官）
   09:00 アラフエラ単科大学（CUNA）表敬（Sr. Marcelo Prieto Jimenez学長） 

10:30 CEFOF所長表敬（Sr. Eulogio Dominguez, Director General, CEFOF） 
3 7/8 火 

11:00 CEFOF松浦幹雄SV表敬･聴取 
   13:30 CEFOFとの協議 

 M/M案作成 
4 7/9 水 

12:30 SJO発 14:15 LR620→S AL着 15:35 
   08:00 JICAエルサルバドル事務所打合せ（三澤所長、勝又企画調査員） 

5 7/10 木 09:15 在エルサルバドル日本国大使館表敬（加来至誠大使、塚本剛志二等書記官） 
  

 13:00 
CENPROMYPE 表敬・協議（Srta. Ingrid FIGUEROA, Executive Director：広域ネットワーク
づくりに関する協力範囲の確認） 

   06:00 SAL発 08:40 LR671→SJO着 09:55 

6 7/11 金 13:30 
国家計画・経済政策省（MIDEPLAN）表敬（Sr. Sasquia Rodriguez, DG, International Cooperation, 
Srta. Geniana Guiteles, officer in charge Asia） 

   15:00 CEFOFとの協議 

7 7/12 土  資料整理 

8 7/13 日  M/M案作成 

9 7/14 月 
 CEFOFとプロジェクトデザイン（PDM 素案）・投入要素等協議、広域ネットワークづくり
の方向性確認、M/M署名 

09:30 在コスタリカ日本国大使館報告（山口英一大使、鈴木康久参事官、鎌田有樹子経協書記官）
10 7/15 火  SJO発 14:55 CO1447→IAH着

19:43 
SJO発 19:55 LR604→ 

SJO発 14:55 CO1447→IAH着
19:43 

11 7/16 水 
 

IAH発 10:50 CO007→ 
LAX着  00:20、LAX発  12:55 
NH005→ 

IAH発 10:50 CO007→ 

12 7/17 木  NRT着 14:20 NRT着 16:20 NRT着 14:20 
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（2）詳細計画策定調査 
1）団員構成 
吉田 榮 団長/総括 JICA 産業開発部 技術審議役 
石塚 賢司 協力企画 JICA 産業開発部 中小企業課 

 
2）調査日程 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１－４ 調査結果概要・団長所感 

（1）事前調査：調査事項と協議内容 
1）関係機関の役割・機能 
2）CEFOFの実施体制やネットワーク体制 
3）中米域内諸国の中小企業振興（生産性向上、品質管理等）に関するニーズ把握 ⇒ 立
ち上げ専門家による調査 
① 各国中小企業振興策の現状と問題点（比較・相違） 
② 各国中小企業の現状と問題点（比較・相違） 

4）投 入 
① 第三国研修（於CEFOF、各国共通のニーズに対応） 
② 先方原案の内容確認（実施・募集時期、資格条件、定員等） 
③ 第三国専門家（CEFOF職員の派遣、各国独自のニーズに対応） 
④ 長期専門家派遣 

5）CENPROMYPEによる支援機能 
① 中米統合機構（SICA）の専門機関である中米零細小企業振興センター（CENPROMYPE）
に対し、UTN CEFOFによる中米諸国広域協力構想について説明、理解を得るとともに同

時間 吉田団長･総括 石塚団員･協力企画

1 3/8 日

9:30

14:00

9:00

11:00

13:30 CEFOF協議

8:30

13:30

9:00 CEFOFとの協議、M/Mスペイン語版作成

15:00 M/M署名

9:00

11:00 米州開発銀行コスタリカ事務所報告

14:00 コスタリカ支所報告

15:30 在コスタリカ日本国大使館報告

7 3/14 土

8 3/15 日

9 3/16 月

成田発　18：05 JL5002
ダラス着 15：30　ダラス発 18:20 AL2167
SJO着 21:15

成田着13：35

ダラス発10：10　JL5011

CEFOFとの協議

CEFOFとの協議、M/Mスペイン語版作成

コスタリカ支所打合せ（高橋支所長、張現地職員、菱田企画調査員）

経済企画庁表敬・報告

在コスタリカ日本国大使館との協議

CUNA（アラフエラ単科大学：現時点でのCEFOF監督機関）表敬・協議

SJO発09：15　ダラス着14：35　AL2166

2

4 水

木3/125

日付

3/11

月3/9

CIPET（公共教育省技術科教員研修センター：国立大学化後の監督機関UTNの暫定学長が所
長）表敬・協議

6 3/13 金

3 3/10 火
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機関の協力可能性（ファンド等）について確認。 
6）その他 
① UTN CEFOFとCENPROMYPEによる協力枠組みに関する合意についての内容 
② 次世代を担うCEFOFコンサルタントの育成意向 

 
（2）事前調査団・団長所感 

1）案件の背景と妥当性 
① 協力の沿革 

我が国は、コスタリカのCEFOFへの協力を1992年から5年間（第1フェーズ）、さらに2001
年から第2フェーズとして5年間実施し、2006年1月にその協力を終了したところである。
同センターへは、当時の中米和平を期した政治的な意味合いもあり、名称が示すように

中米域内を対象とした役割をもつ機関として設置された。その背景から同施設・機材に

我が国の無償資金協力の投入がなされ、また開所式には当時のJICA総裁が出席した経緯
がある。苦節とは申さないまでも16年の歳月を積み重ねるなかで今日、同センターは名
実ともに所期の目的を担う機関として中米域内に羽ばたかんとする力を擁するまでにな

った。もちろん、羽ばたくものは人材、その人材を養成し輩出したのはまさに我が国の

協力である。そして今、我が国の自負が新案件として文字どおり中米という飛躍したス

テージで試されようとしている。今次の調査でそんなロマンに満ちた心躍る心情を禁じ

得なかった。 
② 我が国のコンサルティング業務と技術協力（カウンターパートの定着） 

かかるロマンに浸れるのも、ベースに相互の信頼関係があってのことである。特に我

が国を慕い敬う信頼感があればこそである。顧みるに、今日に至るまでの道のりは決し

て安易なものではなかった。実は第1フェーズの終了時評価では、カウンターパートの定
着が図れず、サステナビリティの観点から問題案件との指摘も受けている。しかし、そ

の経験が第2フェーズで生かされた。すなわち、単にカウンターパートへの技術移転を図
るのではなく、彼らの定着への動機づけに工夫が凝らされたのである。その工夫とは資

格制度の導入であり、彼らへの同資格の付与であった。資格付与にあたっては訪問企業

でのOJTコンサルティングの結果や提出レポートの審査、筆記試験の実施等々がコスタリ
カ、本邦双方の舞台で展開され、厳密な認定行為がなされた。その結果、JPC認定のシニ
ア・コンサルタント11人が誕生したのである。彼らはその過程で我が国の技術協力と生産
性向上の真髄に触れ、その魅力に傾倒していったことが今日の信頼感を築くことになっ

た。すなわち「日本のコンサルティング業務は単に企業診断の結果を提示するだけでは

なく、現場で受ける側と一緒になってその改善策を考え、そして受ける側が得心に至る

メンタリティの変化までを意図・確認する。そのツールが5Sやカイゼンに代表されてい
る。一方、私たちが行っている技術協力も現場でカウンターパートと一心同体、目線を

ひとつにして共に汗をかき、現場の共感体験をベースにした技術移転を本懐としている。

まさにコンサルティング業務も技術協力も共に現場を重視する日本文化に通底してい

る」、この我が国特有のスタイルを彼らは理解し受容したのである。我がほうはその過程

で、技術移転の成果を今後、彼らの手で中米域内に展開してくれることを期待している

旨を表明しつづけた。この間のプロセスこそが今日の成果を生む真骨頂ではなかったか
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と思う。よい結果をもたらす蓋然性には必ずやプロセスのなかに何かが秘められている。

PDM上の成果、活動、指標はいったん、紙に置いてしまえば形而上の単なる「モノ」に
写ってしまうが、そこに至るプロセスは流転極まりのない「コト」の性格を帯びている。

このプロセスが成果をもたらす因果関係を精緻に描写している。その何かの最たるもの

が「相互信頼関係」だったと思うのである。また、現在の成果主義は例えば3年で結果を
求めるほど短兵急であるが、その成果が「我が国への信頼感」を勝ち得るという視点で

はあまり議論を聞かない。信頼感の醸成は「協力の年輪」のようなもので、決して限定

期間で図れるものではない。その意味で今日、CEFOFが組織をあげて我がほうの期待に
応えようとする姿には感銘深いものがある。まさに中米広域の本案件は今こそ、実施す

るタイミングが熟したということができよう。 
③ 技術移転（専門家とカウンターパートの関係） 

本来は制度導入の話の前に派遣専門家とカウンターパートの関係を語るのが順当かも

しれない。例えば品質管理の専門家と彼らの関係には、見事なまでに師弟関係としての

信頼感が存在した（ただし、この関係はCEFOFへの長年の協力を顧みて、試行錯誤のと
きもあっただけに一朝一夕には築かれなかったとの思いもある）。やはり、カウンターパ

ートが同胞扱いとしての指導を受けるなかで、現場での共感体験が技術を超えて専門家

の人間性を敬い感謝の念を抱くに至る、その過程を営々と経て現在の域に達したのだと

思う。その体験が畢竟、我が国への信頼感醸成への一義的な伏線となっている。プロジ

ェクト終了式典において当専門家が万雷の拍手のなか、100人を超す参加者からスタンデ
ィング・オーベーションを受けたのは忘れ難い光景であった。そのとき、同専門家は「専

門家冥利に尽きる」との言葉を残した。今、我が国はいささかの不安もなく、彼らを指

導員として中米域内に派遣することができるのである。 
④ 「東京宣言」の履行 

2005年8月、日本・中米諸国のサミット会議で合意された「東京宣言」には、CEFOFを
拠点とした広域協力で中米諸国の中小企業の生産性向上を図り、そのための協力を我が

国は惜しまない旨、謳われている。既に中米諸国のCEFOFに対する評価、期待も前回の
協力期間中におおむね確認・実証されている。今次の調査においても、前回の協力によ

り資格認定を受けたコスタリカ・コンサルタントからは、新しい我が国との協力ステー

ジに誇りと自信をもって臨もうとの気概が切々と伝わってきた。まさにCEFOFが広域協
力に着手する諸条件は整っているといえよう。 

 
2）協議の概要 
プロジェクト目標を「CEFOFが日本的経営手法である生産性向上・品質管理を通して中

米・カリブ諸国の中小零細企業振興の指導者を育成し、同企業強化の支援システムを確立

する」としたうえで次の協力スキームを協議し、M/Mの合意内容とした。なお、当方から
キャパシティ・ビルディングとは人材養成とともに組織強化・確立を含む旨、先方の理解

を取り付けた。 
① 第三国研修 

CEFOFは要請時に詳細な本研修の原案を作成している。そのベースとなっているのは、
カウンターパートが本邦でコンサルタント資格認定制度を学び、自ら同認定試験を受験
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した後に11人の協働作業により「アクションプラン」としてまとめられたものである。同
プランはコスタリカ業界の実態を踏まえて、中小企業の競争力強化には企業向けにファ

シリテーター役の人材を養成することが最も現実に沿ったインパクトのある振興策であ

るとの見解に立っている。その見識で作成された第三国研修の内容については、若干の

修正を加えたうえで原案として一刻も早く割り当て国に提示し、各国の意見を徴し募集

要項（GI）を作成することで合意した。特に在コスタリカ日本国大使館をはじめとして
多くの関係者から寄せられた「中米諸国は“省エネ”に関心が強い」という情報を基に、

“5S”などのコンセプトが省エネと強い関連性を有するとの視点（専門用語で“ハウス・
キーピング”）をシラバスに盛ることで対応することとした。割り当て国については、SICA
のCENPROMYPEを本件広域協力の支援機関とするのであれば、英語圏とはいえ同機構の
加盟国であるベリーズ、並びに準加盟国であるドミニカ共和国の参加も配慮せざるを得

ないとの判断になった（参加国計8ヵ国）。 
② 中米各国のニーズ調査と案件の具体化（第三国専門家派遣） 

各国の個別ニーズ調査は、当方の予算上の理由等で長期派遣専門家をプロジェクト開

始前に派遣し、同専門家の所掌業務として実施するという方策で先方の理解が得られた。

したがって、各国へのCEFOFコンサルタントの派遣は、現段階で具体的にスケジューリ
ングすることが難しく、予算上の理由のみならず、実施可能なタイミングとしても多分

に2009年度にずれ込む可能性が大である（この点は第2次事前調査の時点で、確固たるオ
ペレーション・プランを立てる必要あり）。なお、今次の調査でSICA所在国のエルサルバ
ドルを訪れ、当地JICA事務所と意見交換した感触からいっても、各国の中小企業振興策
の関心が異なり、コンサルタント養成の方策も一様でないとの印象を抱いた。また、第

三国研修に参加する研修員は、同時に第三国専門家（コスタリカ・コンサルタント）の

各国におけるカウンターパートとなるので、その関連性にも十分配慮したプロジェクト

デザインが求められる。次の第2次事前調査時に、各国の中小企業の実態に沿った各国の
ニーズを個々の案件として、M/MとR/Dに盛り込むには、精緻な調査と検討作業を要する
ことになりそうである。しかし、それなしでは広域案件としての成果は担保されないこ

とを肝に銘じるべきであろう。 
 

3）中米統合機構（SICA）・零細小企業振興センター（CENPROMYPE） 
SICAの同センターを往訪し、意見交換をするなかで当方から、本件広域プロジェクトの

支援機関として「情宣活動」及び「財政支援」の可能性について照会した。前者について

は、定例の理事会での議題として中米各国の情報共有を図ることの意義が認識された。ま

た同センターがもつ定期刊行物、ワークショップ、ウェブサイトなどのメディアの活用な

どが期待される旨、確認された。しかし、後者については、CEFOFとの連携による希望的
観測の域を出ない話に終始し、確証を得るには至らなかった。ただし、同センターはわれ

われの動向に符号するようにCEFOFとの間に連携協定を結んでおり、本件広域協力に多大
な関心と期待を抱いていることが、会見中の言葉の端々に窺えた。ちなみに、SICAの財政
事情に言及すると、域内で実施される事業案件（2006年総額2億2,200万ドル）の95％が国際
機関等の援助資金で充当されており、域内各国からの拠出金はSICA組織の運営管理を賄う
のみというのが実態である（同センター派遣の前専門家情報）。 
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4）課 題 
① CEFOFの大学化 

現アリアス大統領の強い意向もあり、先般CEFOFの大学化が与野党満場一致で国会の
承認を得た。CEFOFは3年後には他5機関との統合により当国5番目の国立大学として新し
いステータスをもつことになる。目下、13人で構成されるアドホック委員会なるもので
その設立にかかわる具体的な検討がなされている由であるが、コンサルタントの人材養

成機関としての機能が法的根拠としていかに謳われるかは今日現在、詳細ではない。し

たがって、求められる第2世代のコンサルタント育成の具体的計画も、今後の帰趨を見て
からという趣であった。ただ、今次の調査で面談したアラフエラ単科大学（CUNA：統合
の中核的存在）の学長は、その機能が強化されることはあっても、弱まることはないと

の見解を示してくれた。従来から指摘されてきた財政基盤の脆弱性を克服するという意

味では、明るい方向ではないかと期待される。 
② 「官」の役割 

協議中において研修員の対象者を公的機関に絞るべきかとの議論がされ、エルサルバ

ドルではコンサルタントとして民間の「ビジネス・ディベロップメント・サービスプロ

バイダー」の活用が話題にあがるなど、行政側の果たす役割には各国の事情によって異

なることが予測される。デマンドサイド（中小零細企業）の現状と要望にサプライサイ

ド（行政）がいかに対応するかは、行政側の考え方（政策）にも左右される。少なくと

も行政が中小企業振興に果たすにふさわしいと思われる領域、例えば①啓発・普及、②

資格認定制度、③融資制度などのなかで、ニーズの精査と確認をすることが必要となっ

ている。 
③ 日本生産性本部（JPC）の協力 

CEFOFは、生産性向上に果たした我が国の中小企業振興策のテーマについて短期専門
家派遣を要望している。第2フェーズにおけるカウンターパート養成の成果はJPCの協力
あってのものである。協力の継続的観点からも同本部からのセミナーなどへの短期派遣

が望まれる。 
 

5）その他特記事項 
① 中米広域案件 

今日現在、シャーガス病、算数能力向上、地域防災などの広域協力が中米で列記され

る情勢を迎えているが、中小企業振興の本案件は他の中米広域協力とちょっと異なる点

がある。それは協力の主役が我が国ではなくて、中米の一国「コスタリカ」であるとい

うことである。我が国からの専門家は案件をサポートする裏方役であって、表舞台の主

役はCEFOFの人材である。その意味で本案件の設立が、中米における中小企業振興が域
内の内なる動きとして推進され、域内各国が同振興策を共有・享受する契機となること

が期待される。 
② 中米統合 

SICA・CENPROMYPEを往訪した際に、同センター事務局長が本案件との連携に喜色満
面であったのは、少なくとも中小企業振興の分野で中米統合に資する呼び水的役割を期

待してのことであった。私個人としてはその期待にはかなりの可能性が秘められている
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のではないかと推測している。なぜなら、既述のようにCEFOFという共有財産が域内に
あるからであり、課題はその活用をいかに域内諸国の知恵と協調で図っていくかにある

と思うからである。サクセス・ストーリーもここまで来れば極致の域に達するのだが。 
③ SICA派遣専門家 

本専門家の任務は本来、中米統合の推進に向けた我が国の関与といった重要な業務内

容（TOR）に裏づけされているが、その政治的インプリケーションのお題目のためにも
次々とラインアップされる中米広域案件に呼応した機動性が重要性をもってきている。

例えば当専門家のイニシアティブの下に、SICAと共催で「SICA-JAPAN中米広域協力」と
銘打って、現地短期セミナーを定期公開するなどは、まさに機を得た企画と思われる。

このように本専門家の活動次第で各広域案件が円滑に運営される余地は大きく、そのこ

とがSICAにおける当該分野の情報共有を促進し、中米統合への機運の一里塚となる可能
性を示し、ひいては我が国への評価をもたらすことになると思われるのだが。 

④ 中米・カリブ広域事務所 
メキシコ事務所は標題の役割を有しているのだが、今次の調査段階においては、残念

ながら同事務所の関与が確認されていない。地域部と十分なコミュニケーションを図り、

明確な指針の下に積極的対応を望むところである。 
 
（3）詳細計画策定調査・調査目的 

（本調査団時に名称が国立工科大学CEFOFキャンパス：UTN CEFOFと変更された） 
1）UTN CEFOFの実施体制やネットワーク体制 
2）中米域内諸国の中小企業振興（生産性向上、品質管理等）に関するニーズ調査結果 
① 各国中小企業振興策の現状と問題点（比較・相違） 
② 各国中小企業の現状と問題点（比較・相違） 

3）投 入 
4）第三国研修（於CEFOF、各国共通のニーズに対応） 
5）UTN CEFOFコンサルタントの派遣（各国独自のニーズに対応） 
6）長期専門家派遣 
7）短期専門家派遣 
8）その他 
① UTN CEFOFとCENPROMYPEによる協力枠組みに関して 
② 次世代を担うCEFOFコンサルタントの育成意向 

 
（4）詳細計画策定調査団・団長所感 

要請された本案件は、アラフエラ市に立地するCEFOF〔中米域内産業技術育成センター、
新名称は国立工科大学（UTN）CEFOFキャンパス〕を活用し、中米・カリブ地域の国々の中
小企業支援機関を対象に、日本の中小企業の品質・生産性向上技術にかかわる能力向上を図

るものである。 
CEFOFは、かつて、日本の無償資金協力により、中米域内を対象とする支援機関との位置

づけでコスタリカに設立された。以降、JICAによる支援により、1992年より5年間（第1フェ
ーズ）、さらに2001年より5年間（第2フェーズ）実施し、2006年に終了するまで、日本式の品
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質・生産性向上技術の技術移転を受け、この結果、JPCの厳正な評価により、品質・生産性管
理の分野で、11人の職員がコンサルタント能力を有する者として認定を受けるに至っている。 
今回のプロジェクトは、これまでJICAが中米の拠点として育成を図ってきたCEFOFの11人

のコンサルタントを活用し、中米・カリブ各国の中小企業支援機関の職員を対象に、研修及

び現地国におけるOJTを通じて各国8人ずつ、総計で64人のファシリテーターを育成しようと
するものである。われわれとの協議には、これらのコンサルタントが積極的に参加したが、

いずれも活気があり、中米・カリブ各国に対して技術支援を行っていくことに並々ならぬ自

信をもっていることが窺えた。まことに頼もしい限りである。 
中米では、大きい国でも人口は1,000万人程度であり、数百万人の人口の国が多い。小国の

乱立ともいえる状況で、JICAとしても各国にフルメニューの協力を実施することは効率的で
はなく、したがって、拠点を設け、その拠点に対して集中的に技術移転を実施し、その拠点

から域内各国に協力を展開することが効率的である。過去に2つのフェーズで行ってきたJICA
協力は、この域内拠点の確立のためのものであり、今回の協力は各国への展開の過程にあた

るものである。このためには、拠点が拠点たる資質を有しなければならないが、CEFOFの職
員はこれまでの協力により十分な資質を有すると認められ、域内展開を行う基礎が出来上が

ったものである。 
今回のミッションでは、プロジェクトの内容について議論し、確定することにあったが、

これについては、2008年7月のJICAミッション時に大方合意されていたものと大差はなく、円
滑に協議は進んだ。 
なお、CEFOFの大学化に伴う問題について、日本側の考えを明確に伝えることも今回のミ

ッションの目的であった。CEFOFは他のいくつかの機関とともに、国立工科大学（UTN）と
して既に統合が開始されている。コスタリカ政府としては、2011年までには大学の設置法も
含め細部を固めていくとの方針であることが確認された。この過程で現在のCEFOFが今後ど
のような組織として存続するのかについて調査団から各方面に質したところ、まだ政府とし

て明確な方針が決まっているわけではないものの、UTNの暫定学長としては、CEFOFの品質・
生産性にかかわる部門は分解することなく、このままの形態で新大学の一機関として存続す

ることになろう、との考えが表明された。当方からは、中米・カリブ地域のための拠点機関

として日本の協力の下に設置された経緯からして、引き続き、この機能を存続してほしいと

要請したが、これについても是非この方向で新大学のなかで位置づけていきたい、との回答

があった。今後のCEFOFの新大学での位置づけについては、引き続き大使館及びJICA支所に
より注目していくことを要請した。 
本プロジェクトはUTNにとっては、設立後初めて受け入れる外国からの支援であり、かつ

初めて行う中米・カリブ各国への支援プロジェクトとなる、との説明があった。これまでの

JICAによる技術移転の成果を生かし、CEFOFが期待どおりの中米の拠点機関となって成長し
ていくことを願うのみである。 
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第２章 要請の背景・経緯 
 

２－１ コスタリカの政策・方針 

（1）国の概要 
コスタリカは人口446万人（世界銀行統計2007年）、国土面積は5万1,100km2と日本の九州と

四国を合わせた程度の小国であるが、教育水準が高く、社会保障も整備されており、以下に

述べるように1948年以来、大統領が民主的に選出されているとおり、政治が長期にわたり安
定して中南米で最も安定した民主主義国家であり、常備軍の不保持が特徴である。 
長くキリスト教社会連合党（PUSC）と国民解放党（PLN）との二大政党制が続いたが、国

民の政治不信を背景に2002年からは少数野党が台頭し、政党構図に変化がみられた。2006年2
月の大統領選では、かつて中米紛争に尽力しノーベル平和賞を受賞したアリアス（PLN候補）
が20年ぶりの再任を果たしたが、与野党勢力の投票差はわずかだった。 
外交政策上は、①対米重視しつつも、②伝統的平和善隣、国連・米州機構（OAS）を中心

に、③中米経済統合に積極的で、④長い反共姿勢から台湾との国交を維持し中華人民共和国

との国交を樹立していなかったが、2007年6月、台湾との断交・中華人民共和国との国交を樹
立した。 

1980年代には世界銀行・国際通貨基金（IMF）主導による中米初の構造改革を経験し、1990
年代には年平均GDP成長率は5.1％に上昇した。2000年代初めにいったんは停滞した経済成長
も2007年における経済成長率は6.8％と堅調であった。税徴収システムと管理体制の向上と経
済成長による旺盛な国内消費が相俟って税収が大幅増加し、政府財政は50年ぶりに黒字（2007
年）となった。 

 
（2）経済状況 

主要産業は農業（コーヒー、バナナ、パイナップル、観葉植物）、製造業（集積回路、医療

品、加工食品）、観光業であり、輸出入ともに緩やかな成長を維持している。輸出も一時期の

電子機器製造（米インテルの半導体製造工場が有名）のみならず加工食品部門で伸展し、中

華人民共和国をはじめとするアジア市場との貿易の伸びが顕著である。同国の国立公園等、

豊かな自然資源を生かしたエコツーリズムによる観光振興は、1993年以降、バナナ輸出によ
る外貨獲得高を上回る最大の外貨収入源となっている。コスタリカ政府もエコツーリズムを

通じた地域振興、雇用促進を積極的に推進する意向である。 
米・中米・ドミニカ共和国自由貿易協定（DR-CAFTA）については、他国がすべて批准を済

ませたなか、唯一の未批准国となり、同条約の批准がアリアス政権の大きな課題とされ与野

党の攻防が続いたものの、2007年10月7日の国民投票の結果承認され、2009年1月1日に発効し
た。 
現アリアス政権は、国家開発計画（2006～2010年）のなかで重点政策分野として、社会開

発、生産性向上、環境・エネルギー・通信政策を掲げている。 
上述のように、コスタリカの産業構造はコーヒー、バナナ、パイナップル等の一次産品の

輸出に依存する構造から、外資によるハイテク分野への投資とともに電子機器部品、医療品、

食品加工を含む工業が伸展して構造が変化し、輸出商品構成も急激に変化している。1994年
までは中米最大の繊維製品輸出国であったが、1994年の北米自由貿易協定（NAFTA）発効の
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影響を受けて重要性が低下している。 
1996年及び2004～2006年のマクロ経済指標を見ると、名目GDPは118億4,300万ドルから222

億2,900万ドルへ、実質GDP成長率は0.9％から8.2％へ、1人当たり国民総所得（GNI）は3,300
ドルから4,980ドルへと順調に成長している。産業構造は、過去10年で農業の対GDP比が減じ
て、工業とサービス業が微増・増加していることが分かる。 

 

 1996 2004 2005 2006 

GDP（百万USドル） 11,843 18,594 19,973 22,229 

一人当たりGNI（USドル） 3,300 4,420 4,660 4,980 

実質GDP成長率（％） 0.9 4.3 5.9 8.2 

農業の対GDP比（％） 12.8 8.6 8.7 8.8 

工業の対GDP比（％） 29.0 29.5 29.3 29.4 

サービス業の対GDP比（％） 1.2 5.5 5.2 6.0 
※ JICA国別主要指標より抜粋 

 
（3）産業振興・中小企業振興 

1990年代以降、コスタリカ政府は外国投資誘致、非伝統産品の輸出促進、中米各国への輸
出促進を重要政策として掲げてきている。 
外国投資誘致で成功した事例は、1998年にインテルが進出してプロセッサー製造工場をフ

リーゾーンに設置したことである。その他の電子機器製品や医療品等も、外資がフリーゾー

ンに進出して工場を設置し、現在では輸出の50.3％をこのフリーゾーンからの輸出で占めるよ
うになった。これら外資は大企業であるが、コスタリカの地場の企業は中小企業がほとんど

を占めるため、二極構造となっている。 
2007年1月に国家開発計画（2006～2010年）が策定され、効率性の向上及び競争力強化をめ

ざし、電子政府の構築、納税システム近代化、インフラストラクチャー（以下、インフラ）

への公共投資計画改善など具体的な課題があげられた。政府は、これらの課題に向けて、国

家計画・経済政策省（Ministerio de Planificación y Política Económica：MIDEPLAN）を中心に
政策を立て、実施している。この国家開発計画（2006～2010年）は下記の5つの柱から構成さ
れている。 

第1の柱：社会政策〔貧困削減、弱者救済、住環境、教育の質向上（教育分野への予算配
分を対GDP 6％から8％に増加）、国立工科大学を設置〕 
第2の柱：生産性向上政策（競争力強化、観光・貿易促進、中小企業支援） 
第3の柱：環境・エネルギー・通信政策 
第4の柱：制度改革政策（公共サービス改善、MIDEPLAN強化、電子政府） 
第5の柱：外交政策〔「自然との共存（Paz con la Naturaleza）」政策、コスタリカ・コンセ
ンサス促進、各国との経済連携協定（EPA）促進、2008年1月より国連安保理非常任理事
国に就任〕 
中小企業振興は国家開発計画の生産性向上政策のなかに盛り込まれ、国家として生産性向

上を重要課題のひとつとして取り上げている。 
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２－２ 中米地域の状況 

（1）概 況 
中米各国は地理的に北米と南米を結ぶ細長い地峡に位置し、小規模経済国が密集している。

過去から歴史的にこの地域が注目されてきたのは、主に北米と南米を結び、かつ太平洋と大

西洋の両洋へのアクセスが可能であるという地理的利便性と米国という大市場へのアクセス

の良さという2つの特徴に大きく起因している。 
1930年代以降、コスタリカ以外の国は独裁政治・軍事政権が続き、1980年代初～1990年は

地域紛争と経済危機に苦しむこととなり、最悪の状況、のちに「失われた10年」と呼ばれる
時代を経験することとなった。1987年8月に開催された中米大統領会合でコスタリカのアリア
ス大統領による提案で中米和平合意が成立し、その後、1991年に各国大統領合意の下で、新
たな地域統合のシンボルとして中米統合機構（SICA）が誕生し、現在に至っている。 

1980年代後半以降、中米各国においては、輸入代替工業化から輸出指向へと経済政策の転
換が行われた。これは、輸入代替工業化の限界という内的要因もさることながら、世界銀行

やIMFといった公的債権者からの新規融資のための条件として構造調整と輸出指向型の経済
自由化政策を求めた「ワシントン・コンセンサス」という外的要因が大きく影響している。 
新規融資の条件には、財政政策、市場開放、対外関税引き下げ、輸入規制撤廃、国営企業

の民営化等が含まれ、この指導の下、各国は経済開放政策を取り始めた。 
中米各国の貿易における大きな特徴は、米国との取引が大きいことである。なかでもコス

タリカ、ホンジュラス、パナマについてはその依存度が高く、米国経済の成り行きにこれら

の国々の経済が大きく左右される構造となっている。 
各国において輸出商品の多様化が図られているが、パナマ、ベリーズを除く中米5ヵ国の主

力輸出品目のトップ3にはコーヒー、バナナ、砂糖の伝統的農産物が占めている。 
一方で、近年各国が投資誘致を進めてきたマキラドーラへの進出企業による影響を受け、

機械パーツ、薬品といった品目も輸出品目として登場している。1990年代に入り各国が輸出
特別区を設け、進出企業にインセンティブを与えることによって外資を誘致する戦略をとっ

た結果、各国においてマキラドーラによる付加価値が大きく増加している。 
コスタリカ、ホンジュラスがマキラドーラの付加価値が高く、それだけ多額の投資がなさ

れていることを意味する。エルサルバドル、グアテマラにおいても近年、法整備をしたうえ

で積極的な企業誘致を行ってきた結果が現れつつある。マキラドーラへの進出企業には、繊

維、縫製関連企業が多い。 
中米各国においては近年、経済のグローバル化と自由貿易協定締結の進展を受けて、国際

競争力増強と生産性向上を目的とした政策を打ち出している。 
 

（2）ニーズ調査結果 
「付属資料7．ニーズ調査サマリー」参照。 
 

２－３ UTN CEFOF概要 
（1）組織説明 

下記の6つの単科大学・機関が統合され、コスタリカ第5番目の国立大学であるコスタリカ
工科大学（Costa Rica Technical University、UTNと略称）の設立準備中で、CEFOFもUTNの一
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機関となる。 
ただし、詳細な内容は目下、13人で構成されるアドホック委員会なるもので組織を含め、

その設立にかかわる具体的な検討がなされており、2010年ごろ、遅くとも2011年には検討を
終え、UTNが正式にスタートする予定である。 

 
 コスタリカ名 日本語名 

1. CEFOF 
（Centro de Formacion de Formadores y Personal Técnico 

para el Desarrollo Industrial de Centroamérica） 

中米域内産業技術育成 
センター 

2. CUNA 
（Colegio Universitario de Alajuela） 

アラフエラ単科大学 

3. CIPET 
（Centro de Investigación y Perfeccionamiento de la 

Enseñanza Técnica） 

技術科教員研修センター 

4. ECAG 
（La Escuela Centroamericana de Canadería） 

中米畜産専門学校 

5. CUP 
（Colegio Universitario de Puntarenas） 

プンタレナス単科大学 

6. CURDTS 
（Colegio Universitario de Riego del Trópico Seco Cañas） 

カナス熱帯乾燥地開発・灌
漑単科大学 

 
（2）中米各国における中小企業支援（ネットワーク形成、人材育成支援） 

CEFOFのミッションは、下記で中米各国における中小企業人材育成支援が謳われている。 
『コスタリカを含む中米諸国の企業の生産性向上を図る。このためにCEFOFがコスタリカ

国内及び中米域内において、日本企業の生産管理システムである5S、KAIZEN、全社的生産保
全（TPM）、全社的品質管理（TQM）等の導入を推進するべく、企業の生産性向上に向けた生
産管理、品質管理、経営管理等の分野での企業経営コンサルティング活動を遂行する。』 
財政面の制約で2007年まで、CEFOFは予算の約50％は自己収入で賄う必要があった。この

ため、対象企業はコンサルタント料金、研修費用を支払う能力のある大企業中心で取り進め

られてきたので、中米各国の中小企業を対象とした人材支援はほとんど進められなかった状

況にある。 
コスタリカ国内では実績は大企業支援に比較すると少ないものの、以前からCEFOFが中小

企業の人材能力向上研修を実施している。例えば、2007年は次の2ルートで中小企業支援を実
施した。 

① 経済商工省（MEIC）ルート 
② 信用組合（COOPEMEX）ルート 

なお、CEFOFは過去8回、第三国研修を実施しており、これを通して関係国の中小企業振興
機関とネットワークが形成されている。 
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２－４ 過去・現在における我が国及び他ドナーの対象分野案件 

（1）我が国 
プロジェクト方式技術協力：中米域内産業技術育成計画（1992～97） 
技術協力プロジェクト：コスタリカ生産性向上プロジェクト（2001～06） 
シニア海外ボランティア：商業経営（2002～03、2002～04、2005～07、2006～08、2008～
10派遣中） 

 
（2）他ドナー 

カナダは競争力強化基金（2003～06年、300万米ドル）を含む生産セクターの近代化（2002～
06年、950万米ドル）に関する支援を行った実績がある。 
チリは経済商工省へのコスタリカ中・小企業振興システム強化（2006年）として協力実績

がある。 
また米州開発銀行（IDB）が中小企業振興に係る融資プログラムを実施中である。 
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第３章 中小企業支援（品質・生産性向上）の現状と課題 
 
３－１ コスタリカ 

コスタリカの経済は、コーヒー、バナナ、肉類といった一次産品輸出によって支えられてきた

が、近年は1980年代から開始した投資誘致戦略が実を結び、フリーゾーンからの輸出は増加しつ
つある。 
コスタリカの投資誘致戦略は、米国インテル社の誘致に成功したことで世界の注目を集めるこ

ととなった。現在、コスタリカでは一連の政策が功を奏して多国籍企業の誘致には成功したもの

の、期待されていたほど国内企業への進出企業からの受注が増加していないという問題が深刻化

している。 
この指摘を受けて、政府は次のような政策を実施中であるとともに、更なる教育への投資を行

っている。 
 
（1）国内供給業者プログラムの策定 

同プログラムは、民間一致の体制で、中小企業の競争力を強化し、外国企業に対して部品

やサービスを供給できる企業を育成することを目的としている。このプログラムには、コス

タリカ通商促進機関（Promotora de Comercio Exterior de Costa Rica：PROCOMER）、国立大学
を統合する国家高等技術センター基金（FUNCENAT）、民間分野に属するコスタリカ連合開発
（Coalición Costarricense de Iniciativas de Desarrollo:CINDE）、コスタリカ商工会議所、米州開発
銀行（IDB）等が参加しており、コスタリカ財務省も援助している。 

 
（2）日本からの中小企業振興のための支援（CEFOF） 

日本の支援の一環として、中小企業育成を目的とした中米域内への協力を念頭に置いた中

米域内産業技術育成センター（CEFOF）がJICAを通じて無償資金協力によって建設され、1992
年以降、専門家を派遣し支援を続けている。 

CEFOFは、中米諸国の財政/貿易収支改善のためには、産業構造を従来の農業から工業中心
へと転換する必要があるとの認識に基づき、そのための人材育成を図ることを目標としてお

り、その事業目標は、品質/生産管理/経営管理及び情報処理分野における人材の育成、世界

に冠たる日本の品質/工程管理技術等の移植を図ることにある。 
当CEFOF人材をコスタリカ国内はもとより、中米全域に活用していくのが最大の課題であ

る。 
 
（3）生産性の向上のための重点事項 
・人的資本の蓄積・民間投資の促進、・公共インフラの整備、・行政手続きの簡素化 
また産業別では、特に重要なセクターとして、以下の4つがあげられている。 

・観光産業、・農林・水産業、・中小企業、・科学技術 
 
３－２ 中米各国 

中米各国においては経済のグローバル化と自由貿易協定締結の進展を受けて、国際競争力増強

と生産性向上を目的とした政策を打ち出している。 
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一次産品輸出については、依然としてコーヒー、バナナ、砂糖等の伝統的農産物が主な品目と

してあがっているが、近年、果物、花、観葉植物、冬期野菜、スパイスといった非伝統的農産物

輸出の成長が著しい。この成長はマキラドーラ同様、グローバリゼーションの進行により、食品

産業会が大きく変容したことによるところが大きい。冷凍技術、輸送手段の進歩は僻地からの果

物、野菜の輸出を可能にし、消費者のニーズを高めることに寄与した。 
また、中米は、熱帯林、火山、河川、海岸、珊瑚礁、歴史的街並等、観光客の興味を引くに申

し分ない資源が備わっている。各国ともに観光産業は重要な位置を占めている。 
現計画の「中小企業の品質・生産性向上に係るファシリテーター能力向上プロジェクト」に関

し、中米・カリブの8ヵ国を訪問し、中小企業支援（品質・生産性向上）の現状と課題を調査した
（調査期間：2008年10月～2009年3月）。 
「付属資料7．ニーズ調査サマリー」を参照されたい。 
各国ともに現計画のファシリテーター能力向上プロジェクトに大きな関心並びに期待を寄せ、

当プロジェクトへの積極的な参加表明があった。 
 
（1）グアテマラ 

中小企業の重点分野は農作物、繊維産業、食品産業、コーヒー等である。 
貧困削減、経済開放政策、マクロ経済安定強化の3つの戦略から構成される「経済活性化プ

ログラム」がある。CEFOFのような日本式生産性向上・品質改善に特化した生産性センター
がなく、国家競争力強化プログラム（Programa Nacional de Competitividad：PRONACOM）は
将来、生産性センターをめざそうとしている。 

 
（2）ニカラグア 

中小企業の重点分野は食品産業、木材・家具、繊維、皮靴、観光業等である。 
次の8つの課題を含んだ「国家開発計画」がある。 
①改善ルートをいく、②マクロ経済政策、③貧困削減戦略としての競争力、④統合的及び

持続的社会政策に向けて、⑤インフラ、⑥地域別ポテンシャルと孤立、⑦支出にかかわる

新焦点、⑧その他の制度改革 
特に「貧困削減」から「生産向上」に視点を変え、ポテンシャルのある「都市」を明確に

して地域の優位性に基づいた開発計画になっている。 
今まで、品質・生産性向上に関するJICA支援はない。 
なお、2008年1月24日付で中小企業振興の法令（Ley N645）が制定され、中小企業振興庁

（INPYME）が責任監督庁になっている。 
 
（3）ホンジュラス 

中小企業の重点分野は食品加工、観光業、繊維、木材、金属加工等である。 
中小企業振興の法律は2008年9月23日に制定された。 
JICAの代表的な支援プロジェクトは教育、保健医療、農業開発・農村開発となっているが、

中小企業振興・生産性向上分野では商工省（ SIC）、中小企業振興・国家評議会
（CONAMIPYME）が競争力強化の国家プログラムをもっている（法律整備、中小企業振興、
財政支援）。 
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（4）エルサルバドル 
中小企業の重点分野は食品産業、農産業、漁業関連事業、薬品工業、金属加工等である。 
「国家計画の基本」では、エルサルバドルの最大の問題は構造的な貧困の存在であるとし

ており、以下の3点を重視していくこととしている。 
・地域開発と地方分権化 
・生産基盤の強化 
・中米統合の推進 

 
（5）パナマ 

中小企業の重点分野は食品産業、手工芸品、観光業等である。 
パナマは一般の製造業は少なく、第三次産業が多い。 
JICAの代表的な支援内容は水資源・防災、自然環境保全、貧困削減となっている。製造業

が少ないゆえ、品質・生産性向上プロジェクトに関する関心度は他国に比較して低い。 
 
（6）ドミニカ共和国 

中小企業の重点分野は食品産業、金属加工、繊維、木材、観光業等である。 
国の政策・戦略のひとつとして、国家競争力プランで競争力向上のためのプログラムがあ

る。対象セクターは観光、フリーゾーン、中小企業、貿易となっている。 
 
（7）ベリーズ 

中小企業の重点分野はサービス産業（小売業等）、観光業、農業・水産業等である。 
ベリーズは国の規模が小さく、また、工業がほとんどなく、大半の物資は輸入している状

況で、日本的生産性向上技術・品質管理技術に関する情報は非常に少ない。他国と異なり、

5S、KAIZENの言葉を知るのは初めてという人が大半であった。 
 
（8）コスタリカ 

中小企業の重点分野は農産業、食品産業、金属加工、観光、木工、繊維等である。「3-1 コ
スタリカ」参照。 

 
３－３ 中小企業支援にかかわる公的機関 

（1）中米各国の中小企業振興公的機関 

国 公的機関 

グアテマラ MIPYMES（経済省中小企業局）、CONCYT（科学技術審査会）、 
INTECAP（職業訓練機関） 

ニカラグア MIFIC（産業通商省）、INPYME（中小企業振興庁）、 
INATEC（職業訓練機関） 

ホンジュラス SIC（商工省）、COHCIT（科学技術審議会）、INFOP（職業訓練機関）、SETCO
（国際協力省）、CONAMIPYME（中小企業振興・国家評議会） 

エルサルバドル Ministerio de Economia（経済省）、CONAMYPE（国家中小企業委員会）、
CONACYT（国家科学技術委員会） 
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パナマ MICI（商工省）、AMPYME（中小企業庁）、IFARHU（人材育成開発機関）

ドミニカ共和国 PROMIPYME（中小企業振興評議会）、INFOTEP（職業訓練庁）、 
PROINDUSTRIA（産業開発・競争力強化センター）、CEI RD（輸出投資促進
庁）、IIBI（バイオテクノロジー産業開発機構） 

ベリーズ BELTRAIDE（ベリーズ通商投資開発機構）、 Ministry of Economic 
Development, Commerce, Industry & Consumer Protection（経済産業省）、
Ministry of Tourism（観光省）、 
Ministry of Agricultural & Fisheries（農業水産省）、 
Belize Agricultural Health Authority（農業健康開発機構）、 
INVET Belize City（職業訓練庁）、Belize Tourism Board 

コスタリカ MEIC-DIGEPYME（経済商工省・中小企業局）、MICIT（科学技術省）、MAG
（農業省）、PRONAMYPE（零細小企業国家プログラム）、 
INA（職業訓練機関）、Banco Nacional-PYME（国立銀行） 

 
（2）監督省庁・関連機関・レベル・支援状況 

ニーズ調査時に各国・各機関から競争力強化、生産性向上、中小企業振興のプログラム紹

介があり、各国ともに中小企業振興・産業振興の経済発展の必要性が高い旨を言及されたの

で政策面の基盤はある。ただし、今後、各種のプログラムをいかに展開させ、中小企業振興

に結びつけていくかが課題である。 
 
（3）中米各国における日本式品質・生産性向上に関わる支援 

今までにJICA専門家、シニア海外ボランティアが5S、KAIZEN、品質管理等を指導した国は
下記で、特にエルサルバドルはそれなりの基盤があると考えられる。 
エルサルバドル、グアテマラ、ホンジュラス、パナマ、ドミニカ共和国、コスタリカ 

 
３－４ 課題分析 

中米企業総数の97％は中小零細企業で、GDPの33％、全従業員の45％にあたる雇用確保となっ
ており、経済活動における比重が大きく、社会における安定機能、地域経済産業の要となる中小

企業の機能・役割は非常に重要である。 
中米中小企業振興に際しては下記の課題がある。 
① 経営・技術ノウハウの不足 
② 品質改善 
③ 資金不足 
④ 市場情報不足 
⑤ 技術革新 

 
当プロジェクトで上記課題の①、②の改善が期待できる。 
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第４章 プロジェクト案の概要 
 
４－１ プロジェクトの名称 

中小企業の品質・生産性向上に係るファシリテーター能力向上プロジェクト 
 
４－２ プロジェクトの対象分野・地域・裨益者 

（1）分 野 
日本式品質・生産性向上 

 
（2）地 域 

コスタリカ及び中米・カリブ地域各国（グアテマラ、エルサルバドル、ホンジュラス、ニ

カラグア、パナマ、ドミニカ共和国、ベリーズ） 
 
（3）裨益者 

中米・カリブ地域各国の中小企業支援機関及び中小企業支援担当者 
 
４－３ プロジェクトの実施体制 

実施機関は、コスタリカ政府公共教育省国立工科大学CEFOF（中米域内産業技術育成センター）
キャンパス（2007年から2010年までに、国立大学化が進展中） 
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第５章 プロジェクト案の基本計画 
 
５－１ 上位目標 

中米・カリブ地域内の中小企業支援体制が強化される。 
 
５－２ プロジェクト目標 

中米・カリブ各国の中小企業支援機関による日本式品質・生産性向上に焦点を当てた中小企業

コンサルテーションのための人材育成が、それを支援するネットワークを活用して、強化される。 
 
５－３ 成 果 

（1）中米・カリブ各国から選定された中小企業ファシリテーターや中小企業支援機関職員を支
援するネットワークが形成される。 

（2）中米・カリブ各国から選定された中小企業支援を担うファシリテーターが、日本式品質・
生産性向上の手法を身につける。 

（3）中米各国の中小企業支援機関が日本式品質・生産性向上に関する理解を深める。 
 
５－４ 活 動 

1-1 UTN CEFOFがプロジェクトのホームページを立ち上げ、更新する。 
1-2 UTN CEFOFが中米各国の中小企業支援機関に対して情報共有や相談に応じる。 
1-3 UTN CEFOFが中米各国の中小企業支援機関と年次大会を開催して、中小企業支援コンサル

テーションに関する経験を共有する。 
 

2-1 UTN CEFOFが、第三国研修プログラムを作成する。 
2-2 JICAコスタリカ支所が、GIをコスタリカ政府の外交チャンネルを通じて回付する。 
2-3 UTN CEFOFとJICAが、ニーズ調査に基づいてプロジェクトに参加する中米各国の中小企業

支援機関を選定する。 
2-4 UTN CEFOFが、第三国研修に参加するファシリテーターを選定する。 
2-5 UTN CEFOFが、第三国研修を実施し、監理し、評価する。 
2-6 UTN CEFOFが、ファシリテーターに対し、中米各国のモデル中小企業ファシリテーターコ

ンサルテーションに係るOJT指導を行う。 
2-7 UTN CEFOFが、第三国研修に関連して必要な事項や分野についてセミナーを開催する。 

 
3-1 ファシリテーターが、出身各国において第三国研修、OJT指導、セミナー、ファシリテータ

ー報告会を開催する。 
3-2 ファシリテーターが、出身各国において中小企業コンサルテーションに関するアクション

プランを作成する。 
3-3 UTN CEFOFが、ファシリテーターや中米各国の中小企業支援機関に対して、質問票による

アンケート調査を含めたフォローアップ活動を計画し、実施する。 
3-4 UTN CEFOFがネットワークの一員としての零細小企業振興センター（CENPROMYPE）に

対して情報を提供する。 
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５－５ 投 入 

長期専門家1名 プロジェクト・アドバイザー/業務調整 2009～2012 
短期専門家複数名 年1回×3年間 
第三国研修経費 
在外事業強化費 
プロジェクト用事務機材 

 
５－６ 外部条件と前提条件 

中米各国の中小企業支援政策が維持される。 
コスタリカ政府のUTN CEFOFの地位に関する政策が維持される。 



付 属 資 料 

 

１．事前調査M/M（英） 
 

２．事前調査M/M（西） 
 

３．詳細計画策定調査M/M（英） 
 

４．詳細計画策定調査M/M（西） 
 

５．対処方針と調査結果 

 

６．面談録 

 

７．ニーズ調査サマリー 

 

８．参考文献・資料 



















































































































































Ⅱ．対処方針 

１．対処方針の聴取･確認事項 

確認事項 現状 対処方針（確認･協議事項） 聴取･確認事項 

１．関係機関の

役割･機能 

○コスタリカ政府（CEFOF 所管官庁） 

2007年4月に科学技術省から教育省〔CUNA(ア

ラフエラ単科大学)〕へ変更、大学化が完了すれ

ばUniversidad Tecnica Nacional de Costa Rica

（コスタリカ工科大学）に。 

 

 

○CEFOF 

1992 年設立。2006 年現在：年間予算約 1億

円（50％政府予算：50％自己負担）、職員計 43

名（うちコンサルタント 12 名） 

 目的：コスタリカを含む中米諸国企業の生産

性向上を図る。育成した経営コンサルタントに

よる活動、生産性向上技術の普及活動を中米諸

国でも開始している。 

 コスタリカ政府はCEFOFを含む6つの単科大

学･機関を統合した「コスタリカ工科大学」を

2009 年に設立する予定。大学化後は政府予算

85％：自己負担 15％となる。 

 

○中米零細小企業振興センター（CENPROMYPE） 

 人員も少なく、活動的でもないとされる。 

○コスタリカ政府（教育省ほか） 

 コスタリカ政府として中小企業支援の分野でイニシ

アティブをとる意向 

 CEFOF を核とした広域ネットワーク構築への了解 

 プロジェクトに対するオーナーシップ 

 CEFOF 大学化構想の進展状況・想定される影響等 

 

○CEFOF 

 現在の組織体制・人員 

 第三国研修を通じた中米広域協力拠点化に関する意

向 

 第三国専門家の中米諸国への派遣に関する意向 

 CEFOF 大学化構想の進展状況・想定される影響等 

 

 

 

 

 

○CENPROMYPE ⇒ ５．CENPROMYPE の支援機能を参照 

 

 

○各国機関 

○ 経済商工省中小企業振興局 

 中小企業振興については大統領から直々の支持もあって強化する方向

にあるが、関連する活動をほとんど行えていない。 

 了解するも、コスタリカにもメリットがある形での実施や零細･中小企

業向けの活動を要望 

 （オーナーシップは CEFOF を管轄するアラフエラ単科大学） 

 大学化進展については先方が詳細不明 

 

○ アラフエラ単科大学（CUNA：CEFOF の管轄機関） 

 2010 年に 6つの単科大学･機関を統合した全国で 5番目の国立大学が誕

生。2008 年 4 月に大学化に関する法令が国会承認され、設立委員会が

設置され、本学長も委員の 1人。 

 大学化後の CEFOF の使命は人材育成と中米広域協力としているが、前者

は法令に盛り込まれても後者は明文化されていない。 

 CEFOF による活動は零細･中小企業向けとし、生産性向上にかかわる教

育と人材育成を行い、中米広域協力として各国機関で行う人材育成を担

う人材を CEFOF コンサルタントの活用により育成したい意向をもつ。 

 プロジェクト終了後も、他ドナーの支援を受けるなどして中米各国にお

ける生産性向上にかかわる人材育成支援活動を行うと言及。 

 現 CEFOF コンサルタント 11 名以外の人材を CEFOF で育成することに対

しては、大学化後に大学のプログラムのひとつとして取り扱うことを考

えており、現在設置委員会に提案しようとするところ。 



 

○各国機関（候補） 

 CEFOF が候補としてあげているが、現状確

認･ニーズ把握は未実施。 

 コスタリカ：経済商工省、IMAS、MICIT、INA 

エルサルバドル：CONACYT、経済省、CONAMYPE 

 パナマ：SENACYT、IFARHU、商工省 

 ホンジュラス：COHCYT 

 ニカラグア：INPYME、MIFIC 

 グアテマラ：CONCYT、経済省 

 ドミニカ共和国：INFOTEP、経済省 

 ベリーズ：要確認 

⇒ 立ち上げ専門家（予定）による調査や実施協議にて確

認 

 大学化後は CEFOF に代わって M/M や R/D 署名権限をもつ。 

 

○ CEFOF 

 人員 43 名（うちコンサルタント資格保持者 11 名）、年間予算約 1億円。

来年度（2009 年度）より経済商工省ではなく教育省から予算を配分さ

れる。 

 中米広域協力拠点化に対しては、所長、コンサルタントらから意気込み

が表され、プロジェクト概要の説明が行われた。 

 大学化の進展による影響は、メリットはあってもデメリットは見当たら

ないとの考え。 

 

２．CEFOF の実

施体制やネ

ットワーク

体制 

○CEFOF コンサルタントの中米諸国派遣は一

部諸国に対して実施経験あり。 

○中米諸国から参加する第三国研修に関する

準備が行われている。 

○CEFOF の実施･受入体制については、コンサ

ルタント派遣を行った経験があり一部につい

ては確立しているが、大学化の進展の影響も考

慮する必要がある。 

○CEFOF 

 これまでの CEFOF による取り組み実績 

 中米諸国（機関）との関係、事業連携・モニタリング

体制 

 中米諸国の個別ニーズへの対応に対するスタンス 

 コストシェアの可能性 

 プロジェクト実施時期・期間(当初は 3年程度に限定、

当該期間中に一定の成果を確認できた場合に延長を

検討) 

○ CEFOF 

 一部の中米諸国からの参加者を含めてセミナー開催、CEFOF コンサルタ

ントの一部の中米諸国への OJT 活動（例：エルサルバドルの小規模ホテ

ルへの指導）経験があり、第三国研修、第三国専門家の実施について問

題はない。 

 CEFOF はコスタリカで知られていても、中米諸国では知名度が低い。中

小企業振興を担う機関との関係も一部にとどまっている。中米統合機構

（SICA）の零細小企業振興センター（CENPROMYPE）との関係は良好。 

 中米諸国の個別ニーズについて、コスタリカ、エルサルバドルで大使館･

JICA 事務所からの聴取によると、省エネの考え･技術に対するニーズが

高い。その他のニーズや各国の中小企業支援状況、経営コンサルタント

育成状況等については立ち上げ専門家による調査で把握。 

 プロジェクトのコストシェアについて、第三国研修で CEFOF 側の負担を



求めることが可能と思われる。 

 プロジェクト期間は、CEFOF 側は 2 年間を考えていたが、調査団から 3

年間を申し入れて合意されている。また、プロジェクト開始前に立ち上

げ専門家を派遣して各国のニーズ把握等の準備を行うことに合意。 

３．ニーズ把握 

 

共通ニーズに対して第三国研修の枠組み（原

案）が作成されているが、参加予定の中米諸国

の独自ニーズの把握が必要。 

⇒ 立ち上げ専門家（予定）や実施協議時に確認 

(1) 各国中小企業振興策の現状と問題点（比較・相違） 

①政策・組織・法令・予算 

②カウンターパート（C/P）機関・人員 

③課題・重点施策 

(2) 各国中小企業の現状と問題点（比較・相違） 

①企業数・業種・人数・競争力 

   ②課題（(1)③との整合性） 

（例）：a)品質・生産性等技術向上のための人材育成、

組織・制度構築 

b)コンサルタント育成、制度構築 

⇒ 立ち上げ専門家（予定）や実施協議時に確認 

 ※ 立ち上げ専門家派遣は 9月中旬からを予定。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．投 入 

 

1. 先方要請は第三国研修（短期専門家を講

師として派遣） 

2. 各国機関との広域ネットワーク構築に対

しては特段要望なし。 

3. 現在派遣中のシニアボランティア（SV）

活動との連携を考慮する必要あり。 

 

1. 本項６．第三国研修を参照 

2. 広域ネットワーク構築については、これまで一部諸国への派

遣経験のみで、制度確立の面で支援は必要と思われるため、右

1.要望に対しても支援できる長期専門家（広域ネットワーク構

築：前職は品質管理 SV）を派遣する方向で検討中であり、先方

と本件につき基本合意する。 

3. 各国共通のニーズには第三国研修（於 CEFOF）、各国独自のニ

ーズには第三国専門家（CEFOF 人員の派遣）による対応につい

て先方了解を得る。 

4. 現在派遣中の SV の活用を協議する。 

 

2． 広域ネットワーク構築に関して、（要請書に記載がない）長期専門家派遣に合

意。 

 

 

 

3． 各国共通のニーズについては、第三国研修の事前通知を早めに各国 JICA 事務

所を通じて知らせ、同研修に対する各国関係機関からのコメントを得ることとす

る。また、第三国専門家派遣についても、その通知で知らせてコメントを得るよ

うにする。 



4． 現在派遣中の SV の科目は経営管理であり、2008 年秋にもう 1人派遣予定。SV

との連携･協力について、CEFOF、SV ともに問題はない。 

５． CENPROMYPE

の支援機能 

1. 弱体な組織体制（人員不足、執行局長の

ほかはセクレタリーレベル職員が数人） 

2. 参加国を集めた会合は多い。 

 

1. CENPROMYPE を直接 C/P とせずに、本プロジェクトを支援する

機関と位置づける。 

2. 本案件支援をどれほど行えるかを確認する。 

 現在の組織体制･人員 

 本件プロジェクト構想への了解 

 理事会開催回数 

 事業内容 

3. 今後 CENPROMYPE 上部機構である SICA に派遣予定の援助調整

専門家の TOR に、中小企業分野（CENPROMYPE）を対象として本

プロジェクトに関する情報共有や広報活動への支援を盛り込む

ことを検討する。 

4. 同機関による協力可能性(ファンド等) 

1. CENPROMYPE の人員はアドバイザーを含めて 12 名で、年間予算（運営及び事業

予算の両方）は 100 万ドルであり、事業は各ドナーからの資金を得て適宜実施し

ていることから、やはり直接的な C/P とするには難しさがあると考え、面談にお

いて協力をお願いするにとどめた。 

2. プロジェクト構想に対しては賛意を示され、協力的であった。 

 理事会は年 2回、臨時理事会はメンバー国の要請で開催可能。 

理事会メンバー：ベリーズ貿易庁BELTRAIDE長官 

 グアテマラ中小企業省MIPYME次官  

 エルサルバドル国家中小企業委員会CONAMYPE委員長 

 ニカラグア経済省Ministerio de Economía大臣 

 ホンジュラス中小企業庁次官 

 コスタリカ経済省Ministerio de Economía次官  

 パナマ中小企業庁長官 

3. SICA 派遣専門家の派遣予定は未定となっているが、決定された際には専門家に

対するブリーフィングを行う。 

4. CENPROMYPE による協力について、理事会等を利用した本プロジェクトの紹介や

参加呼びかけ･協議、資金協力の 2 点について確認したが、前者については理事

会のほかに Regional Forum、ニューズレターやウェブサイトがあるのでそれを活

用できる。後者については確たる見込みは示されなかった。 

６．第三国研修 ○2007 年秋に第三国研修の原案が作成されて

いる。 

○研修案は、2007 年 3 月に実施した資格認定

1. 原案の内容確認 

2. 研修実施体制（予算、人員、施設等）の確認 

3. 中米諸国の個別のニーズに対しては、第三国専門家派遣

1. M/M の Attachment4 として提出された。 

2. CEFOF における研修実施体制に問題はなし。 

3. 立ち上げ専門家による各国ニーズ把握に基づき、第三国専門家派遣にて個別ニ



制度試験の際に CEFOF の C/P が考案した「企業

内のファシリテーター養成制度」を基に作成さ

れており、カリキュラムが中米諸国のニーズを

踏まえているかは疑問であるが、最大公約数的

なニーズは満たしているものと考えられる。 

 

（CEFOF コンサルタント派遣）にて対応することについて先方

と合意。 

4. 研修内容の合意形成の一環として、原案を JICA 事務所経由

で各国に送付し、先方政府･機関のコメント入手･意向確認を行

う。 

5. 実施･募集時期、参加資格条件、定員等の確認と募集要項作

成･送付の時期について合意し、M/M に盛り込む。 

ーズに対応することに合意。 

4. 帰国報告会後に右準備を行う。 

5. 募集要項を作成するだけの準備ができておらず、条件も定められていないた

め、今回は M/M に盛り込む事項として第三国研修の概要（研修テーマ）だけとし

た。 
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日 時 7月7日（月）9：30～10:30 

訪問先 JICAコスタリカ支所 

先 方 高橋支所長、張現地職員、フランク通訳（防災プロジェクト業務調

整員） 

出席者 

調査団 榎下団長、上垣団員、石塚団員 

協議･聴取事項 

○ 調査団からの説明事項 

準備が進んでいると思われる第三国研修について、内容･実施スケジュール･応募要領の確認、第

三国専門家派遣の概要、要請書に記載がない長期専門家派遣、大まかなプロジェクトPDM案

（Narrative Summary部分の項目）について、CEFOFと基本合意を得ることが目的。第2次事前調査

団派遣にてR/Dを署名し、各国関係機関を集めて実施合意を取り付ける予定。 

上垣氏を立ち上げ専門家としてプロジェクト開始前に派遣し、各国のニーズ把握調査を行う。現

在、人材部で派遣決定手続き中であり、可能であれば8月の派遣前研修に参加して9～10月の派遣を

予定。 

○ 事務所要望事項 

CEFOF要望では2年間で第三国研修（セミナー）、第三国専門家派遣による企業OJT、日本からの短

期専門家派遣による中小企業振興の現状や政策の紹介･日本の中小企業による輸出増加のサクセ

ス･ストーリーの講義を行うことになっているが、これを調査団のいう3年に延ばすだけでなく、8

ヵ国×1ヵ国4人＝32人の第三国研修を3年間に2サイクル行って、啓発･研修を受ける人数を増やす

ことを要望（ただし、CEFOFの受入･実施能力を考慮して計画する必要あり）。 

経営管理などで派遣されているシニアボランティア（SV）が、本プロジェクトの第三国専門家と

してCEFOFコンサルタントが各国にOJTで派遣される際に、オブザーバーとして同行して効果を高め

ることを提案。 

○ CEFOFをめぐる状況 

 先般、CEFOFの大学化を決定する法令が国会で承認され、暫定委員会（Commission ad hoc）が設

置されて準備体制が整った。今後、委員が任命されて新大学の役割が更に検討される。委員には中

小企業振興を担う経済商工省大臣も含まれ、中小企業支援機関としてCEFOFが存続されることが決

まっており、かつ業務に「広域協力の機能をもつ」ことが含まれており、本プロジェクトの実施に

問題はないと考えられる。 
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日 時 7月7日（月）11：00～12:30 

訪問先 経済商工省中小企業振興局（DIGEMYPE、MEIC） 

先 方 Srta. Ivannia Mata Solis局長、ほか1名 出席者 

調査団 榎下団長、上垣団員、石塚団員 

聴取･確認事項 

 同局長は中小企業支援については確たる方針をもつが、新任なのでCEFOFとその活動については

詳細を知らないために団長から適宜説明した。なお同局に派遣中の一村一品運動のSV2人ともあい

さつ。 

○ CEFOF活動と本プロジェクトについて 

 団長からの説明に対し、プロジェクトがコスタリカにもたらす具体的なメリットについて繰り返

して質問があった。政府の方針として中小企業振興強化があり、それに関連する活動はほとんど行

えておらず関心が高い由（注：コスタリカ支所によれば、大統領から中小企業振興に係る直接的な

プレッシャーも同省にかかっている）。CEFOFコンサルタント活動は、現状では大企業向けがほとん

どと承知しており、CEFOFコンサルタントを現在の11名だけではなく50名に増やして中小企業向け

に活動してほしいと要望され、そうでなければ中小企業振興局として本プロジェクトがコスタリカ

の中小企業振興に係る直接的なメリットを感じられないと言及（⇒団長から、中小企業への融資に

CEFOFコンサルタントを連携させる等、よりコスタリカの中小企業振興に資するものとなる旨を説

明し、先方了承）。 

 さらに同局長は、中小企業にとって民間コンサルタント雇用費用は高く、CEFOFコンサルタント

雇用も高額なことを指摘し、中小企業向けの支援活動が行われるプロジェクトにしてほしいと要

望。 

 CEFOF大学化の進捗を詳細には知らなかったが、コンサルタント人材育成とコンサルタント業務

の両方が継続されることを評価し、再度コスタリカの中小企業向けの活動強化について要望され

た。 

 コスタリカの中小企業をとりまく環境は厳しく、（団長から説明があった5S等の生産性向上運動

の経緯を受けて）日本の戦後のように中小企業の意識を変革したい由。また零細小規模企業は、費

用のかかるコンサルタント･サービスは中企業以上が行うものと考えており、インフォーマル･セク

ターの活動から脱していない企業も多いため、意識改革によって活動をフォーマルなものに転換し

たい由。 

○ 進捗中の中小企業支援（中小企業融資）について 

 2008年4月10日に国会で中小企業金融制度に関する法律「Banca de Desarrollo 中小企業開発銀

行法」が成立。これは3つの国営銀行の利益を財源にして、同名の制度下でCoopemix（商工中金の

ような金融機関）や市中銀行が中小企業（地方自治体も含まれる）向け貸し出しを行う制度。もと

もとは農業省の農民向けスキームであった制度を全セクターに拡大させるもので、省庁間で協議し

て考案された。将来的には上述の意識を変えた零細・中小企業がこの融資制度を活用するようにし

たい由。 

 問題点は、これまでの中小企業（農民）向け融資は担保主義だったが、この制度は申請されたプ

ロジェクトの実現可能性、生産システム全体を考えて収益増加に貢献する度合いの審査を検討して

いるために審査要員の育成が必要なこと。その育成をどこの機関で行い、どのように育成するかが
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決まっていないので、日本のアイデアがあれば欲しい由。政府が直接に融資を行わない制度とした

理由は、汚職や融資手続きの遅延を避けるため。 

 調査団からは日本の中小企業診断士の診断結果を中小企業向け融資の審査に活用する制度を参

照できること、CEFOFを活用して審査要員の研修を行うことが可能と考えられることや日本の中小

企業庁･中小企業基盤整備機構の英語版ウェブサイトで有用情報が収集できることを指摘。JICA事

務所を通じてのちに適宜情報提供することとした。 
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日 時 7月7日（月）15：30～16:30 

訪問先 在コスタリカ日本国大使館 

先 方 山口英一特命全権大使、鈴木康久参事官、鎌田有樹子書記官 出席者 

調査団 榎下団長、上垣団員、石塚団員、高橋支所長、張現地職員 

協議･聴取事項 

 大使以下、非常に気さくで明るい感じで面談が行われ、全般的に本プロジェクトに対する賛意
と期待が表明された。 
○ 大使からの要望･留意点 
 コスタリカや中米諸国での関心が非常に高い省エネの考えを本プロジェクトに入れ込むと、「売

れる案件」となってよいとの考え。特別に省エネのコンサルタントを育成するとか、別途研修を行

うのではなく、生産性向上とは結局は資源の有効利用につながって生産費用も安くなることを啓発

する活動を研修内容に入れ込んでほしい由。ひいてはそれが日本製品の家電製品等の販売増にもつ

ながるとの考え。 
鈴木参事官からは、JICAホンジュラス事務所は本CEFOFプロジェクトを「広域･マルチ案件が増え

るとそれに予算が取られてしまって二国間協力の予算が減る」として懸念を表しているが、そのホ

ンジュラスを含めて省エネに関心があり、先般の大使館主催セミナー（CEFOFコンサルタント、当

地のパナソニック日本人駐在員がセミナー講師）では250名の参加者が集まるほど関心が高く、ホ

ンジュラス事務所からもCEFOFコンサルタントによる講義資料の送付を頼まれた由。コスタリカで

は省エネ型電球への転換キャンペーンが実施されており、プリウス輸入は関税を免税とする検討さ

え行われている。 
○ CENPROMYPEについて 
 大使は、CENPROMYPEの名前を知らないほど弱小機関であり、本プロジェクトに役に立たないと考

えるのであれば切ってよし、事後報告を送付すれば先方がそれを関係機関に配布することで仕事を

したと思うのでそれくらいでよし、との考え。鈴木参事官からは、細野前エルサルバドル大使が在

任中と比較してCENPROMYPEの取り扱い優先度合いが落ちていることもあり、重視しなくてよいとの

言及あり。 
 団長からは、とはいえども広域プロジェクトであって地域マルチの機関であるCENPROMYPEを全く

無視することはできず、理事会開催で各国関係機関の長が集まることから、そこで本プロジェクト

について情報伝達を行うなど、使える部分は使う考えであることを説明。 

○ 中小企業振興にCEFOFコンサルタントを活用して制度構築を行う支援について 
大使館からはJICA予算の制限やコスタリカの社会経済発展度合いに鑑みて制度構築に係る支援

が行われ、その後はコスタリカ（中米諸国）が自ら制度を持続させて発展させていくことを期待。

それに対し、そもそも制度構築の前の段階、つまり5Sや生産性向上とは何なのか、それらの具体的

なメリットは何か等を教えることが必要であり、かつCEFOF自身もそのような制度構築はまだ難し

いと考えるために、各国機関のなかに意識が高い人材を育成･増加させて経営コンサルティング活

動のファシリテーターとなるように考えていることから、本プロジェクトの目標は中米諸国にその

ような人材を育成するためのCEFOFの支援体制構築支援としている旨を説明。 

もともとはCEFOFの名称に「中米」が冠されているので、現在に至ってやっと名実ともに中米諸

国向け活動が行われることになってよしとのこと。 
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日 時 7月8日（火）9：00～ 

訪問先 CEFOF〔CUNA（アラフエラ単科大学、CEFOFの管轄機関）学長との面談〕 

先 方 Marcelo Prieto Jimenez･CUNA学長、Luis Fernando Chaves Gomez･CEFOF

アドバイザー（前経済商工省中小企業振興局長） 

出席者 

調査団 榎下団長、上垣団員、石塚団員、高橋支所長、張現地職員、松浦SV（経

営管理でCEFOF派遣）、フランク通訳 

協議･聴取事項 

 CUNAはCEFOFと敷地が隣り合わせ。学長はCEFOF理事会会長を務めており、Luis･CEFOFアドバイザ

ーとともに大学化後もCEFOFはコンサルタント人材育成を担うこと、中米広域協力を行うという方

針を明確に述べ、本案件の位置づけや役割、目標も適切に把握していた。 

○ 大学化の経緯 

6つの単科大学と機関（合計学生数は約5,500人）が統合されて国立コスタリカ工科大学となり、

CEFOFはその大学の一部となるべく進捗中。2010年には大学化が完了する予定で、コスタリカで5

つ目の国立大学が誕生する。既に国会で全議員が賛成して法令が承認され、設立準備委員会（暫定

委員会：Commission ad hoc）が設立され、同学長も委員。 

統合理由とメリットとしては、各省庁下でバラバラに運営されていた高等技術教育機関をこのま

ま存続させても複雑高度化した社会に対応できないと考えること、大学化して十分な予算を得られ

て活動の幅が広がること、自立性をもって人員増加などの手続きも独自に行えるようになること等

がある。今後各6機関の学生は2～3年の修学期間の後、Diploma（卒業資格）を取得できる。この

Diploma取得により、更なる高等教育を受けること（大学工学部への編入等）が可能となる。いわ

ば、この大学化はコスタリカの高等技術教育の改革と考えている由。 

○ 大学化後のCEFOFについて 

 CEFOFの使命は人材育成と中米広域協力である。今までコスタリカ政府はCEFOFに十分な支援を与

えずにいたためCEFOFは資金を得る活動に傾注していたが、大学化で十分な予算を得られて本来業

務以外は大学に任せてそれに専念できる環境が整うため、そもそものCEFOFの使命･役割である上記

2つを復活させて発展させる意向。CEFOFによる教育･啓発活動は零細･中小企業向けとし、グローバ

リゼーションに対応できる中小企業支援として、生産性向上にかかわる教育と人材育成を行い、中

米広域協力として各国機関で人材育成を担う人材をCEFOFのコンサルタントを活用して育成したい

由。このCEFOFの活動に対して日本の技術支援を受けて、CEFOFを中心とする中米広域の人材育成協

力の体制を一緒に構築してほしいとの要望が表明された。 

したがって、大学化されてもCEFOFの今までの活動を継続させ、対外的にはCEFOFをコスタリカ工

科大学と中小企業･生産セクターとを連携する部門とし（産･学連携）、かつ対内的（同大学内）で

もCEFOFと教育部門、技術者、調査研究部門との連携（学際連携）を図っていきたい由。なお、国

会承認されたコスタリカ工科大学設置法令には中小企業支援のための人材育成が盛り込まれてい

るが、中米広域協力については記載がない。これについては中米統合機構（SICA）や中米大学機構

（SUCA）、CENPROMYPEとの協定を結ぶことによって活動の根拠とする考えである（団長より、これ

までのCEFOFによる中米広域の人材育成活動を継続することを明文化した資料があるかを問うたと

ころ、そのような資料はない由。また団員より既に2008年4月にCEFOFとCENPROMYPEが協力枠組みに

署名したが、コスタリカ工科大学としてそれをエンドースするかを確認したところ、そうするとの
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こと）。中小企業支援として、CEFOFの活用を含んだ同大学による人材育成、研修、技術支援を考え

ている由。 

大学化が完了すれば、カウンターパートはコスタリカ工科大学となり、M/MやR/Dの署名も同工科

大学となる由。 

○ 協議事項 

本プロジェクト後も、中米各国による人材育成に対する支援を継続すること、制度として存続す

ることが重要である点を指摘したところ、同様に考えている由。プロジェクト後もJICAの支援がな

くとも他ドナーの支援を受けて活動を継続していくことも検討しているとのこと。 

高橋支所長よりSICA（CENPROMYPE）の資金を本プロジェクトに活用できるかを確認したところ、

コスタリカ以外の国に実際に資金供与されたことがあるとのことで、活用可能性がある由。 

ルイス･CEFOFアドバイザーより、11人の認証コンサルタント以外のコンサルタント育成について

は実際にコスタリカ工科大学のプログラムのひとつとして取り扱うことを想定しており、今月中に

当局に提案するとのこと。11人だけの中小企業支援活動では不十分なため、コンサルタントや研究

者のデータベースをつくって企業OJTを行える体制を整備する由。 

学長より、各機関同士の連携に関して、例えば水産技術を教えるプンタレナス単科大学に対して

CEFOFコンサルタントが生産性向上に関して技術移転を行うことを考えていると言及があった。 
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日 時 7月8日（火）10：30～12：00、13：30～16：00 

訪問先 CEFOF 

先 方 Eulogio Dominguez Vargas･CEFOF所長、Luis Fernando Chaves Gomez･

CEFOFアドバイザー、認証コンサルタントのGonzalez部長、同コンサル

タントのAna部長、他同コンサルタントのインストラクター4人、松浦

SV（経営管理でCEFOF派遣） 

出席者 

調査団 榎下団長、上垣団員、石塚団員、高橋支所長、張現地職員、フランク

通訳 

協議･合意事項 

CEFOFの建物は無償資金協力により建設され、ロの字型の2階建てで研修室や講堂、食堂など研修

に必要な設備が揃っている。研修室は他の政府機関や民間に貸し出されていて、警察官の英語研修

や一般人の英語･コンピューター研修なども行われていて、適宜施設の有効活用が図られていた。 

○ ミッションの目的説明 

2001～2006年の中小企業経営コンサルタント育成プロジェクトを発展させる形で、広域協力とし

て本プロジェクトを実施し、認証コンサルタント11人を活用することを考えている旨を説明。CEFOF

の第三国研修、第三国専門家派遣に関する具体的な計画の説明を求めた。 

○ CEFOFによるプロジェクト概要説明 

要請書どおりに全体を時系列で8フェーズに分け、プロジェクト期間を2年間とする。主要内容は

第三国研修（講義･セミナー開催）として中米8ヵ国×4人＝32人に対して実施、期間は数日から1

週間までのものを数回、その終了後にフォローアップとして第三国専門家派遣（CEFOFコンサルタ

ント派遣）によるOJTとなる。1年間の実施スケジュールとしては、第三国研修1週間（日本人短期

専門家によるセミナーを含む）、その評価とその送付、第三国専門家派遣による企業OJTを各国4人

のコンサルタント候補者が各国8社（1人が2社担当）で1週間、その評価とそれを次回のOJTに反映

させるための第三国研修1週間、それまでの第三国研修と第三国専門家によるOJTの最終評価。 ⇒ 

M/MのAttachment 3参照 

これに対して日本側はプロジェクト期間を3年間とし、上記の活動サイクルを1年半に短縮して3

年間に2サイクル行って各国機関からの参加者数を増やすことを提案したところ、合意を得た。 

○ 各ステークホルダーによる役割分担 

要請書どおりの説明があったが、今後R/D署名までに更に検討することとした（注：例えば

CENPROMYPEの役割も明確化されていて、現時点ではそれを確約できないと思われるため）。 

○ プロジェクトの運営体制 

通常の技術協力プロジェクト同様にPMCとJCCを設置し、コスタリカと日本側の両方が運営を協議

する場とすることに合意。 

○ プロジェクトの開始時期 

日本の予算年度2008年度後半以降に開始することに合意。 

○ 長期専門家派遣 

要請書にない投入なので意向を確認したところ、既にA1フォームを準備しており、問題ない由。 

○ 省エネの考え方の導入 

中米の零細･中小企業は環境意識が低く、またCEFOFコンサルタントも本分野に関する知見はこれ
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まで5年間のプロジェクトで技術移転された生産性向上の知見と比較すると少ない。よって省エネ

の考え方を、例えば5Sの推進は結果として省エネにつながるといったことを、第三国研修の内容に

反映させることに合意。 

○ 第2世代のコンサルタント育成 

大学化が完了すればCEFOFコンサルタントは教員としても働くことになるためにその心構えを確

認したところ、既に企業OJTで教える立場にあるので問題はない由。第2世代の育成は、彼ら11人の

育成に時間をかけたように、一定の時間をかけて育成することについて合意（注：大学化完了後の

CEFOFの絵姿が明確でないために、今後の人材育成についてもどのように行えばよいか明確にいえ

ないことが察せられた）。 
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日 時 7月10日（木）8：00～9：00 

訪問先  JICAエルサルバドル事務所 

出席者 先 方 三澤所長、勝又企画調査員 

 調査団 榎下団長、上垣団員、石塚団員 

協議･聴取事項 

○ エルサルバドルにおける実施中プロジェクトとのかかわり 

 中小企業育成プロジェクトで2008年9～12月に短期専門家派遣にて中小企業支援に係る政策に関

するセミナーを開催するため、本案件中の短期専門家派遣によるセミナー内容と重複させないよう

留意する。これに対しては立ち上げ専門家によるニーズ調査にて対応し、結果を本案件の短期専門

家派遣によるセミナー内容に反映させる。エルサルバドル経済省では出張ベースでCEFOFと協議を

行ったり、生産性向上に係る日本での研修を受講した人材もいる。 

 本案件の関係機関候補である経済省中小企業振興委員会（CONAMYPE）にはSVが派遣されている

（注：これら同様案件や関係機関へのSV派遣などについて、本部にて確認したうえで立ち上げ専門

家と情報共有し、連携･調整を図ることも検討）。 

○ 2009年3月15日の大統領選と中小企業支援政策の変化について 

 大統領選の結果、政権が交代すると、中小企業支援の重要性は変わらないものの、政策の優先順

位が北･東部の零細･中小農民支援に変化し、また中小企業支援の機関の長が交代する可能性もある

ため、そのときには本案件への協力に支障が出ることにも留意。 

  
日 時 7月10日（木）9：15～10：30 

訪問先 在エルサルバドル日本国大使館 

出席者 先 方 加来至誠特命全権大使、塚本剛志二等書記官 

 調査団 榎下団長、上垣団員、石塚団員 

協議･聴取事項 

○ 調査団目的と本案件の説明に関する質疑応答 

 塚本書記官より、ビジネス･マインドを行政が啓発していくアプローチととらえ、行政としては

市場に任せればよいのではないかという疑問点を抱えると思われること、CEFOFで育成されたコン

サルタントはコスタリカでは重要視されるかもしれないが、中米地域に出たときにどの程度通用す

るのか分からないこと、JICAの協力終了後の持続性について質問があった。 

 これらに対しては、①中米各国の経済社会発展は多様であって、政府が経営コンサルタントを育

成する必要がある国、民間でコンサルタントが既に活躍している国などがあるが、人材育成とその

ための制度構築を政府が行う妥当性はあると説明。②CEFOFコンサルタントは日本生産性本部準拠

の認証試験に合格して質も高く、一部の国でOJT活動を行って中小企業からの評価も高いために十

分通用すると説明。③プロジェクトの持続性は重要視しており、CEFOFやその管轄機関のCUNAにも

申し入れてもおり、CENPROMYPEの資金供与による本案件の活動継続を今回確認することを説明。 

○ その他 

 加来大使より当国の商工会議所に関して説明があり、約2,600社が参加して中小企業支援政策へ

の関心も高いので、連携を図ることも一考と示唆された。これに対しては、立ち上げ専門家による

ニーズ調査やCENPROMYPEが第三国研修に参加する機関を選定する際に、エルサルバドルの商工会議

所からの参加者の是非について検討する。 
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日 時 7月10日（木）13：00～ 

訪問先 中米統合機構参加の零細小企業振興センター（CENPROMYPE） 

先 方 Srta. Ingrid Figueroa･CENPROMYPE事務局長、Srta.Janet Hernandez

国際協力部長、Sr. Edgar Laraプログラム･マネージャー 

出席者 

調査団 榎下団長、上垣団員、石塚団員、勝又エルサルバドル事務所企画調査員、

Mr. Gregory Mendez Hidalgoエルサルバドル事務所現地職員、Srta. 

Mariana通訳 

協議･聴取事項 

○ CENPROMYPE概要 

 先方事務所はエルサルバドル政府経済省中小企業振興委員会（CONAMYPE、SV派遣中）が入居する

同じオフィスビルの2～3階に入居、事務所規模は小さい。職員はアドバイザーを含めて計12名、年

間予算は100万ドル（運営及び事業予算）で、この予算は各国政府からの拠出金による。そのほか

にドナーからの資金を得て適宜事業を展開しており、このドナー資金が全体予算のほとんどを占め

る模様。ちなみに中小企業の生産性向上はプログラムのひとつとなっており、2008年度は91万ドル

の予算が確保されている由。 

 関係ある（MOUなど協定を結んでいる）ドナーは、GTZ（中小企業振興支援）、スウェーデン、オ

ーストリア、DfID（年間15万ドルほどの資金供与を受けている）、スペイン、世界銀行がある。う

ちGTZとDfIDとの関係が強い。中米地域内各国とCENPROMYPEとの関係では、CENPROMYPEが置かれる

エルサルバドルはもちろん、コスタリカとニカラグアとの関係が強い。 

 中小企業の生産性向上活動にかける関心は非常に高く、CENPROMYPEとしても事業を行いたいが、

独自予算が年間100万ドルと限られているために限定される由。 

○ CEFOFプロジェクトとの関与･役割 

団長より本事前調査団の派遣目的を説明、対して先方からパワーポイントを使って本案件CEFOF

プロジェクトについて説明されたが、その内容はCEFOF要請書と同様で、それをパワーポイントに

アレンジしただけのものであったものの、CEFOFから詳細な説明を受けていることが窺われた。プ

ロジェクトの計画、タイミング、支援について確認してもCEFOFとは基本的な協力枠組み（注：2008

年4月に両者が署名）に関する話しかされず、詳細はCEFOFとまだ打合せしていない。 

団長から、CENPROMYPEの本案件における役割は2点あるとして考えを確認した。①各国中小企業

支援機関の長がCENPROMYPE理事会を開く際に本案件の情報を共有すること（合計21機関と関係があ

るが、うち14機関が積極的にCENPROMYPEとの関係を保っている）、②本案件終了後のCENPROMYPEに

よる資金供与の可能性（JICAによる本案件終了後の持続性の確保）について確認したが、②につい

ては確実なことがいえない状況にある。①に関しては、ほかにRegional Forum（年5回）、ニュース

レター、ウェブサイトがあるので、それらを活用していくことを検討したいとのこと。 

団長より持続性の確保に関連して、コンサルタントの認証制度の確立について考えを確認したと

ころ、例えば民間組織としてのコンサルタント団体が認証するような形態が考えられると言及し、

政府･公的機関がそれを行う考えではなく、市場に任せるとの考えである。 
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日 時 7月11日（金）13：30～ 

訪問先 コスタリカ国家計画・経済政策省（MIDEPLAN） 

先 方 Srta. Ana国際協力局コーディネーター、Srta. Geniana Guitelesアジ

ア･日本担当官 

出席者 

調査団 榎下団長、上垣団員、石塚団員、高橋支所長、張現地職員、フランク

通訳 

協議･聴取事項 

 団長より今次調査団の目的を説明し、先方からは賛意と協力意向が述べられた。 

 現在MIDEPLANはEUと政治･経済･技術協力に関する包括的な協定締結に向けて交渉中であり、面談

を予定していたSasquia国際協力局長は明日よりベルギー出張で忙しいとのことで面談できなかっ

た。 

 CENPROMYPEとの協議結果やCEFOFへのJICAの協力が本案件を含めると3次にわたる経緯の説明を

受けて、先方から、コスタリカは二国間の協力を受けるだけでなく、だんだんと中米域内などとの

第三国協力･南南協力が行えるようになってきていること、CEFOFへの協力はフェーズ1で基礎がで

きて、フェーズ2でコスタリカ国内の制度が確立されて11人の認証コンサルタントが誕生するなど

の成果があり、今次のフェーズ3では中米広域協力としてそれら成果を普及していくことになると

して、JICAの支援が評価された。 
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日 時 7月11日（金）15：00～ 

訪問先 CEFOF 

先 方 Eulogio所長、Luisアドバイザー、認証コンサルタントのGonzalez部長、

同Hazelインストラクター、同Zianeeインストラクター、同Germanイン

ストラクター、松浦SV 

出席者 

調査団 榎下団長、上垣団員、石塚団員、フランク通訳 

協議･合意事項 

 先方が修正した要請書と当方が作成したM/M案を叩き台として詳細な協議を行った。本案件では単

に中米広域協力で各国政府の中小企業振興機関等の職員をファシリテーター（コンサルタントによ

る中小企業支援の重要性を浸透させ、コンサルタントを育成する制度構築に対して働きかけを行う）

として育成する研修を行う人材育成のみならず、CEFOFを核とする支援体制の構築が行われることを

当方から指摘して、プロジェクト名を修正することとした。 

 プロジェクト目標もプロジェクト名と内容に沿ったものとし、これら2つ（人材育成と支援体制の

構築）について盛り込むこととした。 

 上位目標は、各国機関でファシリテーターとして育成された人材が中心となって中小企業振興の

制度構築に貢献できるようになる、とした。 

 Outputについては要請書の記載事項から修正し、CEFOFを核とする広域協力として生産性向上に資

する人材育成として各国機関の研修参加職員がコンサルタントとして育成され、OJTによりモデル企

業が生産性向上の知識を得られ、それら人材育成の広域協力体制が構築されることを明確化した。 

活動内容については、CEFOFが考案した内容とJICAのスキームを合致させ、どの内容がJICAのどの

スキームに対応するかについて説明して了解された。 

要請書に含まれていない立ち上げ専門家と長期専門家の派遣については、全く問題なしとして合

意が得られた。立ち上げ専門家用のA1フォームは既に作成され、窓口機関のMIDEPLANに近日中にも

送付される手はずが整えられている。 

日本の中小企業振興に係る政策等を講義する短期専門家については、「日本の中小企業がどのよう

に政府･行政の中小企業振興策や公的サービスを活用しているか、成功談としてどのように発展した

かを説明できる短期専門家の派遣」について合意した。 

CEFOFは本案件のPO素案、第三国研修の内容案（CENPROMYPEや各国機関に早期に送付して第三国研

修実施準備とする）を作成し、それをM/Mの添付書類とすることに合意した。 

その他、外務省無償･技術協力課と在コスタリカ日本国大使館からの要望である、生産性向上を通

じて省エネが図られる考えを案件に反映させることにして合意した（注：先方の認証コンサルタン

トは、5Sの実施や改善運動によって省エネにもつながることを十分に理解している）。 

CEFOFの11人の認証コンサルタント以外に、第2世代の育成についても本案件で留意することにつ

いては、大学化が完了する時点のCEFOFの絵姿･あり方が現時点では明確でないために、先方として

ははっきりとした方針を打ち出せないようであるが、将来的には大学化により彼らコンサルタント

がトレーナーとなって人材育成を図っていく方針は確認できた。 
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日 時 7月14日（月）11：00～16：30 

訪問先 CEFOF 

先 方 Eulogio所長、Luisアドバイザー、Gonzalez部長、Hazelインストラクタ

ー、Zianeeインストラクター、Germanインストラクター、松浦SV 

出席者 

調査団 榎下団長、上垣団員、石塚団員、高橋支所長、張現地職員、フランク通

訳 

協議事項 

スペイン語に翻訳したM/M案に基づいて協議し、先方は第三国研修のコンテンツ案を提出し、最終

合意に至ったために署名した。全般的に、Capacity Building（人材育成とその支援体制の構築）を

行うことが案件目標であるとの先方の理解が深まったと考えられる。 
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日 時 7月14日（月）18：00～19：00 

訪問先 コスタリカ支所 

先 方 高橋支所長、張現地職員 出席者 

調査団 榎下団長、上垣団員、石塚団員 

協議事項 

○ 今次M/M署名後の案件準備 

本部より公電で中米諸国事務所･駐在員事務所・調整員事務所（コスタリカ、エルサルバドル、ホ

ンジュラス、ニカラグア、グアテマラ、パナマ、ベリーズ、ドミニカ共和国）に経緯を報告し、案

件準備について協力を依頼。 

具体的には、今次M/M添付書類Attachment 4の送付を依頼して各国の中小企業振興にかかわる機関

に「本案件の第三国研修の開催」について通知してもらう。通知先の機関はCEFOFがリスト化した候

補機関を参考として知らせるが、それ以外に候補機関があると考えられるために各事務所に探して

もらったうえで送付することとし、CENPROMYPEにもCCで送付する。通知書類はM/M添付書類の

「Tentative contents of course」と、右書類に対するコメント依頼や案件説明を記載したカバー

レターとする。 

○ 立ち上げ専門家の派遣 

8月に派遣前研修の受講、早ければ9～10月の派遣をめざす。同専門家の派遣後に、CEFOF職員とと

もに各国のニーズや関係機関調査、第三国研修の内容の精査を行う。ニーズ調査や関係機関調査の

結果は、案件開始後の第三国研修、第三国専門家派遣（各国中小企業でのOJTやセミナー実施）の内

容に反映させる。 

○ 第2次事前調査団の派遣（R/D、M/M署名） 

上記立ち上げ専門家による調査が終わって案件開始後の第三国研修、第三国専門家派遣の詳細が

固まった段階で派遣し、R/DはCEFOF（コスタリカ政府）、M/M（プロジェクトの詳細内容を添付）は

各国と署名して合意を形成する。各国の関係機関に対しては事前に上記2つの投入要素の内容案を送

付して合意の下、準備をする。 

○ 第三国研修の開始 

立ち上げ専門家（開始後は長期専門家）による調査結果やコメント聴取を受けてプロジェクト内

容に反映させるための作業時間が必要なため、必ずしも案件開始と同時期としない。他方で、今次

M/Mで合意した「1年半のサイクルを2回実施する」スケジュールに鑑みて、プロジェクト進捗に遅れ

が生じないように開始時期を決定してPOに反映させる。 
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日 時 7月15日（月）9：30～10：30 

訪問先 在コスタリカ日本国大使館 

先 方 山口大使、鈴木参事官、鎌田書記官 出席者 

調査団 榎下団長、上垣団員、石塚団員、高橋支所長、張現地職員 

報告･聴取事項 

 団長より団長所感に基づいて説明。団員より今後の大まかな案件開始･後の流れについて説明。 

○ CEFOF予算 

 大学化が完了する2010年前に、既にCEFOFの所轄官庁は教育省となっているので、2009年度から教

育省の予算が配布される（よって、今までは予算の50％を自分で稼がなければならなかったが、2009

年度からは予算の85％が教育省から配布されることになる）。 

○ 中米広域協力について 

大使からは、コスタリカからコスタリカ人の第三国専門家が派遣される形は初めてであり、南南

協力の一種としてコスタリカにおけるエポックメイキングになると指摘があり、ODA予算･JICAの中

南米向け予算が少なくなるなか、少ない予算で数ヵ国における協力が行えるという今後のモデルと

もなり得ることを指摘。また、他ドナーは資金は出すが、日本の技術協力のように地道な協力を行

っておらず、本案件のように生産性向上に係る計15年間の協力が、今度は広域協力として花開くと

いうことは注目されてよいとの考え。 

鈴木参事官からは、各国は中小企業振興には注力しているものの具体的な考えがない状態にある

ため、本案件をPRして活用してもらうべく売り出す必要もあるとし、そのための予算を米州開発銀

行（IDB）等から供与されるとよいと言及。そのためにSICAに派遣されるJICA専門家のTORの一部に

本案件支援を入れ込んで活躍してもらうことなどを検討してよいとの考え。 
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日 時 3月9日（月）9：30～11:00 

      15：00～17：30 

訪問先 JICAコスタリカ支所 

先 方 高橋支所長、張現地職員、菱田企画調査員、上垣専門家（立ち上げ

専門家）、リカルド通訳 

出席者 

調査団 吉田団長、石塚団員 

協議･聴取事項 

○ 調査団からの説明事項 

PDMのすり合わせを行い、R/D案の合意とM/M作成によるプロジェクトに関して合意を得ることが

目的。R/D署名については、実施計画書をまだ作成していないために今次調査団帰国後に作成し、

その決裁後にコスタリカ支所に公電で連絡し、コスタリカ支所長と先方で署名してもらう。 

対処方針会議では、育成されたファシリテーター（及び中米各国の中小企業支援機関）がどのよ

うな活動を行っていくのかというプロジェクト後の姿が不明瞭であるとの指摘を受けたため、

CEFOFや支所と協議して明確化すること、そしてそれを関係者で共有してプロジェクトを実施して

いくことが必要。 

CEFOFの中米での位置づけについて、現状ではあまり認識されていないことや、コスタリカに対

する各国感情を考慮すると、本プロジェクトでCEFOFが中核となるのはよいものの、各国関係機関

をコントロール・監督するような形になると反発を受けることを懸念。 

大学化の進展により、CEFOFのTORとして中米協力、中小企業支援（日本式の生産性向上・生産管

理手法を活用した中小企業コンサルティング・サービス）がどのようになるかは対処方針会議でも

質問がなされ、重要確認事項。 

中小企業支援としてのコンサルティング・サービス提供については、中小企業が受けやすいよう

に政府予算による補助が出ることが望ましく、CEFOFにおける人材育成も継続的に行われる必要が

ある。 

その他、対処方針会議では、CEFOFコンサルタントが中米各国で活動する際の免責事項、PDMの指

標に教材・マニュアルづくりを記載することが言及された。 

投入内容、予算についてはこれまで本部と立ち上げ専門家及び支所と協議してきたものに変更な

し。 

○ CEFOFの大学化進展状況 

2010年に完了するスケジュールに変更はない。今までは4つある単科大学のうちアラフエラ単科

大学（CUNA）の下に位置していたのが、コスタリカで5番目の国立大学として設立される国立工科

大学（UTN）の下に位置づけられ、国立大学化が進展している。CEFOFの監督者も今まではCUNA学長

だったが、現在はUTN設置審議会委員長となった。 

大学化進展による影響として、教育省の管轄下に入ることで予算増が見込まれるメリットがあっ

たが、現在コスタリカ政府は世界的経済危機の影響を受けて財政予算を削減しつつあり、国立大学

への予算も削減されている（注：本件はCEFOFのゴンザレス部長に要確認）。大学化後のCEFOFによ

る中小企業支援活動と中米地域協力について、CEFOFや監督機関の意思は変わっていないが、①中

小企業コンサルティング活動に対する予算の確保、②中米協力の方針維持、③CEFOF内での人材育

成については関係機関表敬の際に調査団からも申し入れると効果的。 
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○ プロジェクトの将来像 

 2011年の国立大学化の完了後に、例えば経営学部になるのか、生産性センターのような機関にな

るのか分からないが、CEFOFは両方の学生教育と中小企業支援活動を行いたいとしている。 

 将来像として、CEFOFは中米地域における中小企業コンサルタント育成センターとなっていくこ

と、各国においては本プロジェクトのファシリテーター育成によって今後も中小企業支援機関によ

る人材育成体制の整備がCEFOFと連携しながら行われていくことがあり、各国での体制づくりまで

は本プロジェクトでは対象としない。 

 本プロジェクトで予想以上によいファシリテーターが育成されれば、各国のCEFOFに対する注目

度や見る目が変化して、それが結果としてCEFOFが中米の中小企業コンサルタント育成センターと

しての地位を固めることにつながる可能性もある。 

この中米各国におけるCEFOFと連携しながらの人材育成体制の整備に対しては、例えば本プロジ

ェクトで育成されるファシリテーターよりも上級レベルを育成するためのプロジェクトをIDBが支

援する、プロジェクトのインパクト発現を確実なものとするためにJICAによるフォローアップを検

討するなどが考えられる。 

○ コスタリカの製造業や日系企業について 

大規模なものは外資で、中小企業の製造業も育っているとはいえない。目立つ企業としてはイン

テルの半導体製造工場、パナソニックの電球製造工場、ブリジストンのタイヤ製造工場、地場資本

の食品メーカーなど。サカタのタネも、コスタリカの特質である生物多様性のゆえか進出している。

商社の丸紅は最近撤退した。 

在留邦人は約450人。 

 



産業開発部中小企業課 

 －121－ 

 
日 時 3月9日（月）14：00～14:30 

訪問先 在コスタリカ日本国大使館 

先 方 山口大使、後藤参事官、鎌田書記官 出席者 

調査団 吉田団長、高橋支所長、石塚団員、張現地職員 

聴取･確認事項 

○ 本プロジェクトについて 

 本プロジェクトはコスタリカが初めて南南協力的な第三国研修を行うものであり、これまでに

CEFOFに対しては足掛け10年かけて支援が行われ、コンサルタントが育成されて定着している。南

南協力に関してコスタリカはやる気を非常にもっており、国際協力庁を設置する法案が4月に国会

に提出される見込みである。今後の対コスタリカ支援の新しい形のひとつとして考えられるという

観点もあって、大使館として注目している。 

○ プロジェクトの将来像 

IDBがJICA支援後に継続して何かしらの支援を行う意思をもつことも聞いており、実現すれば他

機関との連携も図れることになる。 

将来的にはCEFOFは中米域内で中小企業コンサルタント育成センターとなると思われるが、現状

では認知度が低い。本プロジェクトでやっと名称どおりの活動が行われるようになると理解。 

○ コスタリカの製造業 

 インテルの工場と医療器具（日本のニプロなど）くらいしかない。中米統合に関しては、政治統

合は進んでいないが、中米では95％程度の貿易について関税自由化が図られて経済的統合は実質的

に進んでいるといえる。中米は関税同盟化を進めている。 

ラテン・アメリカの気質ゆえか、もの作りにおいてよい製品を作ろうという意識があまりない。

そういう土壌のところでCEFOFで日本式生産性向上・品質管理のコンサルタントが11名も定着した

ことは、逆にすごいことである。 
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日 時 3月10日（火）9：00～10:30 

訪問先 アラフエラ単科大学（CEFOFが現在所属する大学） 

先 方 Marcelo Prieto Jimenez学長〔CEFOF理事長、国立工科大学（UTN）

設置審議会委員〕 

出席者 

調査団 吉田団長、石塚団員、張現地職員、Jose Alfredo Gonzalez Mercado 

CEFOF生産技術部長 

聴取･確認事項 

○ CEFOFの大学化状況 

 2008年6月4日に設置を規定する法が発効し、設置審議委員会が8月に活動を開始し、法律上2011

年6月4日までの3年間が過渡期間となっている。UTNの構造・詳細を定める法案はその過渡期間内に

成立させればよいが、実際には2009年中に成立させる予定。 

 UTNは2機関〔CEFOF、高校レベルの技術科教員研修センター（CIPET）〕、4単科大学〔アラフエラ

単科大学（専攻は情報工学、エレクトロニクス、生産性・品質向上、英語学、観光ガイド等）、プ

ンタレナス単科大学（水産）、グアナデリア中米畜産学校、カナス熱帯乾燥地開発・灌漑単科大学〕

が統合されて誕生するコスタリカで5番目の国立大学。アラフエラ県に本部を置く。 
今までの単科大学ではおおむね2年間の修業年限でDiplomado（高卒程度、大学学部の教養課程程

度）の学位が取得できても大学への進学はできなかったが、国立大学化の完了によってBachejirado

（大学学部の専門課程程度、おおむね2年間）の学位が取得できるようになる。大学院修士課程の

設置も検討中。既に2008年6月よりUTNとして活動を開始しているので、現在は各単科大学の学生と

UTNになってからの学生の両方が存在。アラフエラ単科大学の学生数は一番多く、UTNとしての学生

を合わせて本校で2,950人、サンカルロス分校に550人いる。アラフエラ単科大学の卒業生の80％は

専攻に関係がある企業で、中間技術者（Technician）として、アラフエラ県を中心に就職。 

工科大学は産業界とのつながりが重視されることから、産業界との連携についてUTNの構造・詳

細を規定する法案に盛り込む予定で、教員が産業界の現状を把握して学生指導内容に反映して産業

界のニーズに見合った教育を行えるようにし、学生もDiplomadoの段階で企業研修を受けることを

検討中。産業界にもUTNの内容を知ってもらうよう、何らかの活動を行う予定。 

○ 大学化完了後のCEFOF 

CEFOFがもつ現在の機能（生産・品質向上）はUTNに引き継がれ、CEFOFは総務部門をUTNに任せて

より専門性が高い機関として継続する。 

UTN設置審議会委員と非公式に話している私案として、アラフエラ単科大学として一番よい形と

考えるのが、CEFOFは学部となるのではなくUTNに新設されるセンターとなる可能性がある。そのセ

ンターには3つの選択肢があり、品質･生産性向上センター、中小企業向け研修・技術支援センター、

情報技術センターで、いずれにせよアラフエラ単科大学が行っている研修を移管する。 

現在アラフエラ単科大学で行われている短期研修は①モジュールを組み合わせるように科目を

取る2ヵ月間のフリーコース、②特定の科目を勉強する8ヵ月～12ヵ月のコースの2種類あり、これ

ら研修コースとCEFOFによる研修実施との調整も必要となっている。 

現時点ではこのようにCEFOFの将来像は未確定だが、機能が残ることは明確。また11人のコンサ

ルタントを分散させる気はなく、グループとしてセンターで働いてもらい、UTNの他学部等で専門

科目を教えることも考えている。そして中小企業向けコンサルティング・サービスも、そのセンタ
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ーの事業として継続して行えるように考えている。大企業向けのサービス提供も行い、こちらから

は対価を徴収して、中小企業に対しては無償か低価格での提供を考えている。それからそのセンタ

ーは、中米域内協力の道具ともなる。 

（一般論として世界経済危機の影響を受けて税収減となって政府予算が減らされる可能性があ

るため、CEFOFの大学化に対する影響について）今後、国立工科大学化が完了すれば教育省の予算

配分から独立して財務省から予算を配分されることになり、かつ現在では教育省・財務省ともに国

立大学向け予算は減らさないと大臣レベルで決定している。それは政府により国立工科大学化が重

要事項として扱われており、教育改革やTechnicianレベルの卒業生を増加させて中小企業向け支援

とするという政府方針と合致しているため。 

○ 本プロジェクトとUTNとの関係 

 本プロジェクトはUTNで実施する初めての外国支援によるプロジェクトになり、実施機関はCEFOF

の機能を継承するセンターになるが、その上の機関がUTNとなる。今後にUTNとして日本との連携を

期待。特に省エネ技術センターについては日本大使館に要請を出したところ。本調査団のM/M（R/D

案）署名についてはCEFOF理事会で認められるようにするし、12日（木）の署名に問題はない。 

○ 調査団からの申し入れ事項 

プロジェクトの持続性の確保、今後のCEFOFのあり方について、必ずしもアラフエラ単科大学長

だけで解決できるものではないが、UTNの暫定学長にも同様に申し入れるとして説明。 

① CEFOFがコスタリカのみならず中米各国で中小企業及び人材育成について協力を行うセンタ

ーとして存続していくこと 

② 将来の活動、中米域内協力を担う人材のCEFOF内での育成 

③ 中小企業支援（コンサルティング・サービス）は中小企業が受けやすくするように政府予算

支出が必要 

これらの点は大学設置審議会で諮り、UTNの構造・詳細を決定する法案に反映させていきたいと

のこと。学長としては、①はそもそもCEFOFのTORだったことからUTNにも継承され、②は大学化に

よって人材育成がより行いやすくなると考える由。 

 



産業開発部中小企業課 

 －124－ 

 
日 時 3月10日（火）11：00～12:30 

訪問先 公共教育省技術科教員研修センター（CIPET） 

先 方 Ricardo Ramirez Alfaroセンター長〔国立工科大学（UTN）設置審議

会委員長、UTN暫定学長〕 

出席者 

調査団 吉田団長、石塚団員、張現地職員、Jose Alfredo Gonzalez Mercado 

CEFOF生産技術部長 

聴取･確認事項 

○ 調査団からの申し入れ事項 

プロジェクトの持続性の確保、今後のCEFOFのあり方について、アラフエラ単科大学長にも申し

入れた事項として説明。 

① CEFOFがコスタリカのみならず、中米各国で中小企業及び人材育成について協力を行うセン

ターとして存続していくこと 

② 将来の活動、中米域内協力を担う人材のCEFOF内での育成 

③ 中小企業支援（コンサルティング・サービス）は中小企業が受けやすくするように政府予算

支出が必要 

○ UTN暫定学長返答 

現在はUTN設置の過渡期間にあたり、意見調整しつつ新大学を形成中。2機関、4単科大学の長所

を生かす。UTNのセンターとしてはCIPETの機能も残され、CEFOFの機能と関係する部分もあること

から、UTN化の完了の際には相互に協力できる関係がつくられる（注：ゴンザレスCEFOF生産技術部

長から、実際にプロジェクトの第三国研修の教材やマニュアル印刷で協力を得る由）。 

UTNは科目や講義を行う教員の見直し作業中で、産業界のニーズにあった授業と教員を揃える。

CEFOFのセンター化は未決定だが、その機能・役割・知見がUTNに役立つように活用する。 

UTNとして本プロジェクトは重要と認識しており、昨日開催された大学設置審議会会合でも認め

られており、プロジェクト実施に問題はない。UTN化完了後もCEFOFはおそらくセンターとして存続

し、11人のカウンターパートもグループとして残され、プロジェクトが実施されることになる。 

○ 経済危機による政府予算減 

UTNは必要な予算配分を受けており、プロジェクトにも必要な予算を配分する。将来的にはコス

タリカの国立大学への配分予算は教育省を通さずに財務省から直接配分されることになり、自立

性・独立性が高まり、予算確保はしやすくなる。UTN化完了後には国立大学が5つになり、政府はこ

れら国立大学向け予算をGDP比1.4～1.5％に、現在のGDP比1.05％から引き上げることを決定済み。 

○ 中米域内協力 

CEFOFのみならずUTN自体が中米域内の産業技術関連の教育拠点とする構想についても検討中。既

にグアナカステの単科大学は中米獣医大学であって活動中であるし、CEFOFにしてもJICAの支援を

受けた本プロジェクトによって迅速に中米域内協力を開始することができる。 

○ JICAの途上国における大学との連携協力 

 （JICAも最近、上記協力を模索して一部で実施している点を説明したところ）UTNとしては環境

と省エネ技術に対する支援を要望したい由（注：ゴンザレスCEFOF生産技術部長より、大使館に省

エネプロジェクトを要請中とのこと）。 
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○ 中小企業コンサルティングとCEFOF内での人材育成 

（中小企業コンサルティングはあまりにアカデミックなものとなっては現実から乖離し、現場を

把握することが重要なこと、今後に中小企業支援と中米域内協力を継続するにはCEFOF内で人材を

増やすことが必要なことを申し入れたところ）UTNは国立工科大学で産業技術を教えるので産業界

との連携は念頭に入れており、教員の現場研修等を検討中であり、CEFOFの知見が役立つ。 

CEFOF内の人材育成について、教育者の育成及び大学の機能を活用する観点から育成を考えてい

る。 
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『中小企業の品質・生産性向上に係るファシリテーター能力向上プロジェクト』ニーズ調査サマリー 
JICA 専門家 上垣英三 

国名 関連機関 面談者 セクター 参

加 

関心事項 中小企業の重点分

野 
その他 

Embajada de 

Japón 

(日本大使館) 

Sr.Kazumi Suzuki(Embajador) 

Sr.Takahiro Yamauchi(Primer Secretario) 

Publico    Public Sector、

Private 

Sectorの両方が参加

するのが望ましい。 

JICA Guatemala Sr.Hiroshi Saito(Representante Residente) 

Sr.Hidetake Aoki(Sub Director) 

Sr.Takenori Tanaka(Asesor) 

Sr.Rolando Quiñónez(Asesor) 

Sra.Mónica Alejandra Pérez de 

Alarcón(Coordinadora) 

Publico   農作物、繊維産業、

コーヒー 

 

MIPYMES 

(経済省中小企業

局) 

Sr.L.Raúl Villatoro R. 

(Viceministro) 

Sra.Brenda Deydania Cerón 

Ordóñez(Coordinadora) 

Publico ○ 
参

加 

候

補 

機

関 

HACCP、5S、 

KAIZEN、TPM、

KANBAN, 

Just en Tiempo 

Alimentos(食品産

業) 

が主流 

参加機関で能力のバ

ラツキがでることの

懸念 

グ
ァ
テ
マ
ラ 

INTECAP 

(職業訓練機関) 

Sr.Fridel Peña (Jefe Servicios Director al 

Cliente) 

Publico ○ 5S、 

問題解決技法 

Alimentos(食品産

業) 

問題解決、対策立案 

能力の向上を期待 
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 Sra.Rosario Hernández (Consultor) 

Sra.Dora Elvia Martínez 

Arredondo(Consultor) 

が主流 

CONCYT 

(科学技術審査会) 

Ph.Dra.Rosa María Amaya Fabián de López

National Secretary of Science and 

Technology 

Dr. Hugo Figueroa Marroquín 

(Coordinador del Plan Nacional de Ciencia y 

Tecnología) 

Publico  競争原理 

問題解決技法、 

ITの活用、 

Innovation 

 企業文化の変革 

情報活用、仕事の取

組み姿勢の変革、実

践力の修得、

Innovationが 

必要 

FOMIN/BID 

(米州開発銀行/ 

多数国投資基金) 

Sra.FloridalmaCorrea(Especialista) 

Sra. Juana Lourido (Consultora FOMIN) 

Privada    8名のファシリテー

ター育成は少な過ぎ

る。 

FUNDASA 

(開発基金) 

Sr. Juan Carlos Zapata (Gerente General) Privada  観光開発 

5S 

  

AGEXPORT 

(輸出機構) 

Sr.Luis F. Godoy L. (Director General) 

Sr. Ricardo Santa Cruz Rubí (Gerente de 

Cooperación Extema) 

Sr.Haroldo Zaldívar  

(Gerente Comisión de Manufacturas) 

Sr.Manuel Estrada (Coordinador Unidad de 

Productividad) 

Sr.Susumu Kumemura (JICA-SV) 

Privada ○ 5S、KAIZENをベ

ースにした高レ

ベルの研修 

 JICA SV(1名) 

Camara de Sr. Sigilfredo Lee (Director Centro Privada ○   モデルとなる中小企
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Industrial 

(商工会議所) 

Formación) 業のリコメンド 

PRONACOM 

(競争原理指導 

機関) 

Sra. Gabriela Garcia (Directora Relaciones 

Inter-Institucionales y Proyectos) 

Sr. Jorge E. Lavarreda Grotewold (Oficial 

Agendas Locales de Competitividad) 

Privada ○ 生産性向上 

生産性理論 

競争力強化 

 生産性センターを目

指している。 

Embajada de 

Japón 

(日本大使館) 

Sr.Takashi Fuchigami(Consejero) 

Sr.Masamori Kobayashi(Segundo 

Sectetario) 

Sr.Hirokazu Konishi(Asesor) 

Publico    COSOP(経団連)の訪

問をアドバイス 

→次回、訪問予定 

JICA Nicaragua Sr.Kiyofumi Nakauchi (Representante) 

Sr.Kenichi Kato(Asesor) 

Sr.Toshihiko Matsuki(Asesor) 

Sr.Humberto Picado(Asesor) 

Publico    プロジェクト全般事

項に係る課題を提起 

MIFIC 

(産業通商省) 

Sr. Arturo J Solórzano 

(Director Dirección General de Industria y 

Tecnologia) 

Sr. Jose Lanuza (Consulta de Recurso 

Humano del Programa) 

Publico   従業員数による区

分 

零細企業：1-5人 

小企業：6-50人 

中企業：51-100人

Sr.Arturoはプロジェ

クトへの MIFIC参加

に否定的。面談相手

が不適切であったこ

とが判明 

ニ
カ
ラ
グ
ア 

INPYME 

(中小企業振興庁) 

Sra. María Lidia Espinales 

(Directora Ejecutiva) 

Sr. Noel Castellón (Director de Servicios de 

Desarrollo Empresarial y Asociatividad) 

Publico ○   2008/1/24付で中小

企業振興法令が施行 

(Ley N 645) 
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INATEC 

(職業訓練機関) 

Sr. Dámaso Vargas Loásiga 

(Director Ejecutivo) 

Sr. Rafael Gutiérrez Avendaño 

(Director Genaral) 

Sr. Francisco Martínez Cano 

(Director de Centros F.P.) 

Sra.Mariga (Directora de Programa) 

Publico ○ CEFOFキャリキ

ュラムは全て、関

心がある。 

① 食品産業 

② 木材・家具 

③ 繊維 

④ 革靴 

⑤ 観光業 

 

研修参加意思は強

い。 

FOMIN/BID 

(米州開発銀行/ 

多数国投資基金) 

Sra. Ana Cecilia (Especialista-FOMIN) Privada  ISO-9001 

HACCP(食品安

全基準) 

  

ASOMIF 

(小口金融機関) 

Sr. Alfredo Alaniz (Director Ejecutivo) Privada    FOMIN/BID、オラン

ダ 

スイス等国際機関の 

プロジェクトあり 

CONIMIPYME 

(中小企業振興私

的機関) 

Sr. Gilbert Alcócer López, MBA (Presidente) Privada ○ 中小企業診断 

TQM 

TPM 

 CONIMIPYME中小

零細企業の会員数 

：17,000 

Camara de 

Industrias 

(商工会議所) 

Sra. Ana Cecilia Vega J. (Directora 

Ejecutiva) 

Sra. Svetlana Contreras (Relaciones 

Públicas) 

Sra. Aurora Altamirano Vega (Oficial de 

PyMEs) 

Privada ○  食品産業 

(肉類、果物の輸出)
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Embajada de 

Japón 

(日本大使館) 

Sr.Masahiro Takagi(Consejero) Publico  省エネルギー   

JICA Honduras Sr.Seiji Kato(Representante Residente) 

Sra.Akiko Oda(Sub Directora) 

Sra.Satsuki Kawasumi(Asesora) 

Sra.Kenia Coello(Coordinadora) 

Publico   食品加工 

観光業 

繊維 

木材 

金属加工 

ホンジュラス中小企

業調査結果のサマリ

ー集 

等、事前に資料を入

手 

SIC 

(商工省) 

Sra. Ana Murillo(Vice Ministra de la 

MIPYME) 

Publico  Motivation 

標準化 

実践力 

 次官見解：最低 30名

の 

ファシリテーターが

必要。 

COHCIT 

(科学技術審議会) 

Sra. Cristina Rodriguez 

(Directora Unidad de Ambiente) 

Publico ○ ビジネス 

5S 

観光業 JICA SV：5S指導 

INFOP 

(職業訓練機関) 

Sr. Lázaro Castro(Coordinador de la Unidad 

Técnica Internacional) 

Sr. Carlos  

Sr.Ergardo 

Publico ○ 5S 

TQM 

経営管理 

 グァテマラ

INTECAP 

(職業訓練機関)の支

援を受けている。 

82名の Instructor 

ホ
ン
ジ
ュ 
ラ
ス 

FOMIN/BID 

(米州開発銀行/ 

多数国投資基金) 

Sra. Gladys Morena Gómez (Especialista) Privada    Public/Private Sector

の組合せが望まし

い。 

零細企業も含める。 
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CCIT 

(商工会議所) 

Sr. Mario Bustillo (Director Ejecutivo) 

Sra. Karla Jackeline Ruiz (Gerente de 

Unidad Capacitación y Becas) 

Privada ○ Capacity Building  Private Sectorの参

加も必要 

Dina Núñe 

(中小ホテル業界

の品質改善推進

者) 

Sra. Dina Núñe  

(Gerente de Mercadeo y Ventas) 

Privada  5S、KAIZEN 

ISO-9001 

品質管理 

マーケティング 

観光業 エルサルの中小ホテ

ル協会とも連携 

COHEP 

(経団連) 

Sra. Lleana Bonilla 

(Coordinadora de la Unidad MIPYMES) 

Sr. Israel Castañeda 

(Oficial de Crédito Fondos Taiwan) 

Privada ○ マーケティング 

e-ビジネス 

輸出産業向けの 

Capacity Building

輸出産業 8名のファシリテー

ター育成は少な過ぎ

る。 

ANMPIH 

(中小工業組合 

中央会) 

Sr. José Femández Garcia(Presidente)  Privada   食品工業 San Pedro第二の都

市 

の活動がポイント 

SETCO 

(国際協力省) 

Sra. Guadalupe Pacheco(Secretaria) 

Sra. Rosa Duarte 

(Directora de Cooperación Técnica) 

Publico  マーケティング 

ビジネス 

競争力強化 

品質改善 

経営管理 

 研修参加費は次を提

言 

25%：OJT受入企業 

75%：参加機関 

 

エ

ル

サ

ル

Embajada de 

Japón 

(日本大使館) 

Dr.Goshi Tsukamoto(Segundo Secretario) Publico    MINECが中心とな

る。 

生産性センター設立

の構想がある。 
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ITCAのメガテク構

想は要マーク 

2009/3/15大統領選

挙 

JICA El Salvador 

 

Sr.Yoshitaka Misawa(Representante  

Residente) 

Sr.Akinori Katsumata(Asesor) 

Sr.Gregory Mendez Hidalgo 

Sr.Alejandro José Garcia  

Publico   食品産業 

農産業 

漁業関連事業 

薬品工業 

金属加工 

 

CENPROMYPE 

(中米零細中小企

業振興センター) 

Sr.Edgar Lara López(Asesor) Privada ○  4セクターのプロ

グラムあり。 

① 木工製品 

② 手工芸品 

③ カカオ 

④ 農村地区の観

光業 

CENPROMYPEから

1名の参加要請あり 

MINEC、

CONAMYPEが核と

なる。 

バ

ド

ル 

Ministerio de 

Economia 

(経済省) 

Sr.Herbert Rico Jerez(Gerente de Calidad y 

Productividad) 

Sr.Sanchez(Especialist) 

Publico ○ 品質、生産性、競争力

強化、イノベーション、

技術革新が Key words 

.ベストプラクティス 

.基準・標準化 

.品質向上計画 

.生産性測定指数 

 当プロジェクトの関

連知識に造詣が深

く、大きな期待を表

明 
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.財務管理 

FOMIN/BID 

(米州開発銀行/ 

多数国投資基金) 

Sr.Guillermo Villacosta(Especialist) Privada  5S、品質管理 

(ISO9000)、ビジ

ネス 

 ISO9000(70の企業) 

HACCP(22の企業) 

ビジネスプラン(70

の企業)を支援 

CONACYT 

(国家科学技術委

員会) 

Sr.Carlos Roberto Ochoa 

(Director Ejecutivo) 

Publico ○   今回、所用で面会で

きず 

CONAMYPE 

(国家中小企業委

員会) 

Sr.Moisés Alens Umaña 

(Sub-Director Ejecutivo) 

Sra.Liliana Platero(Gerente) 

Publico ○   中小企業振興の実行

部隊の役割を担う。 

外部コンサルタント

を保有 

ITCA-FEPADE 

(中米技術学校) 

Sr.Carlos Guillermo Vásquez Estrada 

(Gerente de Planeación y Desarrollo) 

Sr.Jorge Agustín Alfaro(Jeje) 

Privada  日本の生産性向

上技術 

品質改善技術 

 総合技術学校 

メガテク構想 

MINEC 

(経済省) 

Sr.Satou(Experto de JICA) Publico  5S、QC活動 

QC7つ道具 

 CONAMYPEが核と

なる。 

Cámara de 

Comercio e 

Industria 

(商工会議所) 

Sra.Yasmin Celina Martínez 

(CAPyME Programas PYME) 

Sr.Robertop Moreno 

(Asistente Misiones Comerciales) 

Privada ○ 品質改善 

イノベーション 

 テーマ案に関心を表

明 

中小企業の Capacity 

Buildingに是非必要 

TERMENCOGIBLES 

(Empresa Modelo) 

Presidente, Gerente General, 

Director, Gerente de Gestion 

Privada

 

 QC活動   
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Embajada de 

Japón 

(日本大使館) 

Sr.Shigemi Hatakeda 

(Primer Secretario) 

Publico    Private Sectorで商

工会議所の参加を検

討 

Embajada de  

Costa Rica 

(コスタリカ大使

館) 

Sr.Ekhart Peters(Embajador) 

Sr.Johnny Sáurez Sandí 

(Ministro Consejero) 

Publico    応募勧奨手続き・ス

ムーズ化の協力支援

を目的で往訪した。 

JICA Panamá Sr.Yukio Noguchi 

(Representante Residente) 

Sr.Hisashi Matsui(Asesor) 

Sr.Carlos E.Zambrano(Asesor) 

Publico   第三次産業が中心  

Ministerio de 

Economía y 

Finanzaz 

(経済財務省) 

Sra.María de las Mercedes Villalaz 

(Coordinadora de Cooperación 

Técnica Internacional) 

Sr.Jorge(Coordinador) 

Publico  KAIZEN 

5S 

労務管理 

モティベーション 

イノベーション 

  

IFARHU 

(人材育成開発機

関) 

Sra.Yuealy Singh J. 

(Directora General) 

Sra.Itzel Hubbard(Jefa de Bacas) 

Publico ○   MICI、AMPYMEが核

となる。 

予算の一括取り纏め

は 

IFARHUで実施 

パ

ナ

マ 

AMPYME 

(中小企業庁) 

Sr.Marcos Córdoba(Director de 

Planificación Estratégica) 

Publico ○ 手工芸品産業分

野ではメキシコ

食品産業 

手工芸品 

約 7000の中小企業

を支援 
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から技術移転 観光業 

FOMIN/BID 

(米州開発銀行/ 

多数国投資基金) 

Sra.Rosario Silvera(Especialista) Privada

 

   中小企業数は約

40,000 

AMPYME、MICI、 

INADE(職業訓練機

関) 

が核となる。 

SENACYT 

(科学技術省) 

Sra.Teresa de la Guardia 

(Directora de Innovación) 

Sra.Diana B.Candanedo G.Msc 

(Cordinadora) 

Publico    SV、5S指導 

SENACYTは中小企

業支援に関与してい

ない 

MICI 

(商工省) 

Sr.Ezequil de la Espriella 

(Despacho Superior del Ministro) 

Sra.Marta Irene Baza(Directora General de 

Artesanías) 

Publico ○  手工芸民芸品産業

は特に重要 

当プロジェクトはパ

ナマに必要 

INADE(職業訓練機

関)の参加をリコメ

ンド 

Cámara de 

Comercio,Industrias 

y Agricultura 

(商工会議所) 

Sra.Sonia Montenegro 

(Coordinadora de Proyecto) 

Privada ○ ビジネスモデル  “Comercio 

Electrónico 

B2Bを AMPYME、 

FOMIN/BIDと共同開

発 

ド 

ミ

Embajada de 

Japón 

Sr. Yasuji Okuma Publico     



 

11 
 

－
136－

(日本大使館) 

JICA Republica 

Dominicana 

Sr.Tadashi Ikeshiro 

(Representante Residente) 

Sr.Kazuyoshi Shinoyama 

(Subdirector) 

Sra. Doris Holguín 

(Coordinadora de Proyectos) 

Publico   ① 食品産業 

② 製造業(メタル

加工、繊維、木

材) 

③ 観光業 

INFOTEP(職業訓練

庁)、CEI RD(輸出投

資促進庁)に SV派遣

中。 

日本的生産性技術、

品質管理技術等を指

導している。 

INFOTEP 

(職業訓練庁) 

Sr. Idionis Pérez, M.B.A.(Subdirector 

General)、Sr.Sergio Marte(Enc. 

Depto.Desarrollo de Estrategias para la 

Productividad)、Sra.Maura Corporán 

Publico ○ 5S、KAIZEN、

TPM、Just in 

Time、KANBAN 

 長年に亘って JICA

が支援。日本的生産

性技術、品質管理技

術、中小企業振興等

を指導している。 

PROMIPYME 

(中小企業振興評

議会) 

SR.Juan Rodríguez Meléndez 

(Director Ejecutivo)、Sra.Kathy Marrero、

Sra.ana cristina 

Publico ○ イノベーション、

競争力強化、資金

バランス、能力向

上が重要である。

  

PROINDUSTRIA 

(産業開発・競争力

強化センター) 

Sra.Tamara Mera(Gerente senior 

PROINCUBE)、 

Sr.José M. Checo(Gerente de Proyectos 

PROINCUBE) 

Publico ○ イノベーション、

マーケティング、

競争力強化 

 企業現場でのOJT活

動に期待したい。 

ニ

カ 

共

和 

国 

IIBI 

(バイオテクノロ

Sr.Jesús Iván Espinal(Sistema de Calidad) 

 

Publico ○ 5S、KANBAN   
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ジー 

産業開発機関) 

 

CODOPYME 

(中小企業連合機

関) 

Sr.Issaachart Burgos García(Presidente) 

 

Privada ○   モデル企業の選定が

ポイントとなる。 

Cámara de 

Comercio 

y Producción 

(商工会議所) 

Sra.Milagros J.Puello(Vicepresidenta 

Ejecutiva) 

 

Privada ○   中小企業向けのプロ

グラムあり。 

① 経営管理、ビジネ

ス・モデル 

② 環境管理 

FOMIN/BID 

(米州開発銀行/ 

多数国投資基金) 

Sr.Smeldy Ramírez(Especialisto de 

Proyecto-FOMIN) 

Privada    Private sectorからの

参加を推奨 

CEI RD 

(輸出投資促進庁) 

Sra.Sofía Ortiz、Sra.Evelyn Valoy 

 

Publico ○    

JICA Belize Sr.Yoshinobu Takishita 

(Representante Residente) 

Publico   観光業を含めたサ

ービス産業が全体

の 2/3、残りの 1/3

は農業、さとうき

び、オレンジ等のプ

ランテーション 

教育セクター、コミ

ュニティー開発、医

療分野で JICAが支

援している。今後、

環境管理も入る。 

ベ

リ 

１ 

ズ 

Ministry of Tourism 

(観光省) 

Mr.Michael Singh(Chief Executive Officer) Publico ○  サービス業、観光

業、農業が主体で観

IDB支援で料理教室

等で Capacity 
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光業は重要 Buildingを図ってい

る。 

Ministry of 

Agricultural & 

Fisheriese 

(農業水産省) 

Mr.Gabino Canto(Chief Executive Officer) Publico ○ Motivation 

組織変革 

農作物の品質測

定技術 

  

BELTRAIDE 

(ベリーズ通商投資開

発機構) 

Mr.Michael Swift(Executive Director)、

Mr.Roberto Harrison(General Manager）、

Ms.Lejia Melanie Gideon (Director,SME)、

Mr.Sanjeev 

Poornananda(Director,Informaion & 

Promotion) 

Publico ○   大学教授等にコンサ

ルを依頼している。 

Belize全産業の

Capacity Buildingを

担当している。 

Ministry of Economic 

Development, 

Commerce, Industry 

& Consumer 

Protection 

(経済産業省) 

Ms.H.E.Yvonne Hyde(Chief Executive 

Officer) 

Publico ○   BELTRAIDEがベリ

ーズの代表機関とな

る。 

International 

Marketing 

Consultants 

Ms.Scarleth Ayon Neda (Manager Belize 

Tourism Industry 

Privada ○  観光業 ホテル等の観光業を

指導している。 

Embassy of 

Costa Rica 

Mr.Edgar Garcia (Ambasador of Costa Rica Publico    応募勧奨時、コスタ

リカ政府として全面
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的な協力を約束され

た。 

Belize Agricultural 

Health Authority 

(農業健康開発機構) 

Ms.Delilah A.Cabb(Coordinator)、Mr.Michael 

W De Shield BVSc M.Sc (Director,Food 

Safety Services) 

Publico ○ HACCP  農産業分野の中小企

業振興の核となる機

関である。 

Belize Chamber of 

Commerce & 

Industry 

(商工会議所) 

Mr.Omar Ortiz(Manager, Business 

Development) 

 

Privada ○   モデル企業の選定に

際しアドバイスが得

られる。 

Belize Tourism 

Board 

Ms.Laura Esquivel (Director of Product 

Development) 

Publico ○  観光業 観光業振興の実行部

隊 

INVET Belize City 

(職業訓練庁) 

Mr.KenroyEllis(NationalCoordinator) 

Mrs.YvonnePalma(Curriculum/ResearchOff.)

Mr.Dean Tillett(Acting Manager) 

Publico ○   自動車整備、電気、

機械、冷凍、Food 

industry 

Belize Tourism 

Industry 

Ms.Nicole Solano (Executive Director) 

 

Privada ○  観光業 観光産業の開発 

IDB 

(米州開発銀行) 

Ms.Caroline Clarke(IDB) Privada     

コ 

ス

タ

リ

カ 

PRONAMYPE 

(零細小企業国家 

プログラム) 

Sra. Sandra Chacón(Directora Ejecutiva) Publico    PRONAMYPEの支

援企業は従業員数 5

名以下のファミリー

企業、零細企業が対

象 
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MICIT 

(科学技術省) 

Sr. Carlos(Director de Innovación 

Tecnológica Industrial)、Sr. Marco A. Chaves 

R.(Coord. Area de Innovación Tecnológica 

Industrial)、Sra.Majorie Chacón(Directora de 

Recursos Humano) 

Publico  イノベーション  科学技術振興に係る

政策 

INA 

(職業訓練機関) 

Sr. Sergio Bermúdez   Vives(Jefe de 

Unidad de Formación Dual y Centros 

Colaboradores)、Sr. Roberto Díaz 

Páez(Asesor,Programa de Atención a la 

PYMES) 

Publico    職業訓練技術が中心 

MEIC-DIGEPYME 

(経済商工省・中小企

業局) 

Sr. Ronald Aquilar Abarca、 

Sr.Rolando Marin 

 

Publico ○  主要産業は農業(コ

ーヒー、バナナ、パ

イナップル、観葉植

物)、製造業(集積回

路、医薬品、加工食

品)、観光業 

 

Banco Nacional- 

PYME 

Sr. Mainor Mora Rodríguez(Director de 

Banca de Desarrollo) 

Publico ○   中小企業振興で財政

支援、Capacity 

Buildingを担当して

いる。 

Ministerio de 

Agricultura y 

Ganaderia 

Sr. Nils Solorzano Villareal(Director Superior 

de Operaciones Regionales y 

Extensión Agropecuaria) 

Publico ○ イノベーション、

生産性向上、 

品質改善、 

コーヒー、バナナを

代表とする農産

物・食品加工産業は

改革、環境、イノベ

ーションに係るプロ

グラムがある。 
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(農業省)  Market Research 非常に重要である。

Cámara de 

Industrias 

(商工会議所) 

ASOMETAL 

PROCOMER(Promotora del Comercio 

Exterior de Costa Rica) 

Sr.Jorge Muñoz A.(Presidente)、Sr.César 

Gutiérrez 

Privada ○ 5S、KAIZEN、 

Lean 

Manufacturing、

Six Sigma 

 中小企業の Capacity 

Building、競争力強化

等を指導 
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